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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
回次 第105期 第106期 第107期 第108期 第109期
決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

(1）連結経営指標等                     

売上高（百万円） 28,495 22,687 15,598 35,932 35,739

経常損益(△は損失)（百

万円）
2,756 626 △117 3,504 3,875

当期純損益(△は損失)

（百万円）
1,629 △873 △244 2,837 2,281

包括利益（百万円） － － － 3,378 2,503

純資産額（百万円） 21,916 19,718 19,882 22,122 27,717

総資産額（百万円） 32,732 25,703 31,147 35,860 50,757

１株当たり純資産額

（円）
319.50 289.07 294.29 331.39 372.21

１株当たり当期純損益金

額(△は損失)（円）
23.03 △12.88 △3.65 42.72 33.88

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額（円）
22.86 － － 41.92 33.43

自己資本比率（％） 66.3 76.0 63.2 60.9 53.9

自己資本利益率（％） 7.24 － － 13.67 9.27

株価収益率（倍） 14.50 － － 13.58 27.83

営業活動によるキャッ

シュ・フロー（百万円）
3,946 439 2,299 2,295 499

投資活動によるキャッ

シュ・フロー（百万円）
△1,394 △1,803 △1,358 △1,599 △1,915

財務活動によるキャッ

シュ・フロー（百万円）
△2,696 1,210 △268 △437 2,608

現金及び現金同等物の期

末残高（百万円）
3,352 3,188 3,842 4,061 5,264

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）

（人）

591

(464)

580

(404)

570

(182)

899

(192)

1,733

(179)
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回次 第105期 第106期 第107期 第108期 第109期
決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

(2）提出会社の経営指標等                     

売上高（百万円） 27,962 22,043 14,818 35,146 37,382

経常損益（△は損失)（百

万円)
2,564 625 △393 2,867 3,403

当期純損益(△は損失)

（百万円）
1,544 △540 △408 2,426 1,916

資本金（百万円）

(発行済株式総数)(千株)

10,599

(68,019)

10,599

(68,019)

10,599

(68,019)

10,599

(68,019)

12,345

(74,919)

純資産額（百万円） 21,137 19,277 19,319 21,241 26,367

総資産額（百万円） 32,031 25,425 29,771 34,091 45,942

１株当たり純資産額（円) 308.02 282.55 285.88 318.02 353.86

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配当

額）（円）

10.00

(5.00)

10.00

(5.00)

5.00

(0.00)

10.00

(5.00)

10.00

(5.00)

１株当たり当期純損益金

額(△は損失)（円）
21.82 △7.98 △6.09 36.53 28.47

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額（円）
21.66 － － 35.85 28.09

自己資本比率（％） 65.3 75.1 64.2 61.5 56.6

自己資本利益率（％） 7.09 － － 12.11 8.16

株価収益率（倍） 15.31 － － 15.88 33.12

配当性向（％） 45.8 － － 27.4 35.1

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）

（人）

412

(244)

523

(190)

517

(47)

511

(177)

475

(163)

　（注）１．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。

２．連結経営指標等及び提出会社の経営指標等における「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」につい

ては、第106期及び第107期は、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であるため、記載しておりま

せん。

３．連結経営指標等及び提出会社の経営指標等における「自己資本利益率」「株価収益率」については、第106

期及び第107期は、当期純損失であるため、記載しておりません。

４．提出会社の経営指標等における「配当性向」については、第106期及び第107期は、当期純損失であるため、記

載しておりません。

５．当連結会計年度より潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定に当たり、平成22年６月30日改正の

「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。当該会計方針の変更は遡及

適用され、第108期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について遡及処理を行ってお

ります。
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２【沿革】

昭和12年３月 新潟県長岡市に資本金200万円で㈱津上製作所を設立。

昭和13年12月本社を東京市京橋区に移転。

昭和16年９月 長岡工場の全工場完成。

昭和20年２月 津上精密工学工業㈱を吸収合併。これを信州工場とする。

昭和23年２月 本社を東京都港区に移転。

昭和24年５月 東京、大阪、新潟各証券取引所に上場。

昭和36年10月東洋精機㈱を吸収合併。これを茨城工場とする。

昭和43年７月 ㈱蔵王製作所を設立。

昭和45年９月 津上総合研究所を長岡市に建設。

昭和45年11月社名を㈱津上に変更。

昭和49年９月 津上工販㈱を設立。

昭和50年３月 茨城工場を閉鎖、売却。

昭和57年10月社名を㈱ツガミに変更。

昭和63年５月 アヅマシマモト㈱（㈱ツガミシマモトに社名変更）の株式を取得。

平成３年４月 ㈱ツガミプレシジョン（現・連結子会社）を設立。

平成３年５月 米国の工作機械製造会社「ウェルドン社」（ＷＭＴコーポレーションに社名変更）を買収。

平成９年４月 ㈱ツガミハイテック（現社名　㈱ツガミマシナリー（現・連結子会社））を設立。

平成13年11月ツガミテクノ㈱の株式を取得。

平成14年12月ＷＭＴコーポレーション清算結了。

平成15年９月 津上精密机床（浙江）有限公司（現・連結子会社）を設立。

平成16年４月 津上工販㈱を吸収合併。

平成16年10月㈱シマモト精工とツガミテクノ㈱を合併。社名を㈱ツガミシマモトとする。

㈱ツガミハイテックと㈱ツガミマシナリーを合併。社名を㈱ツガミマシナリー（現・連結子会社）

とする。

平成17年２月 ＲＥＭ ＳＡＬＥＳ ＬＬＣ（現・持分法非適用関連会社）に出資。

平成17年11月長岡工場及び信州工場の新工場棟完成。

平成18年10月㈱ツガミ総合サービスと㈱ツガミツールを合併。社名を㈱ツガミ総合サービス（現・連結子会社）

とする。

平成19年11月

平成21年１月

ＴＳＵＧＡＭＩ ＧｍｂＨ（現・非連結子会社）を設立。

㈱ツガミシマモトを吸収合併。

平成22年２月 ＴＳＵＧＡＭＩ　ＫＯＲＥＡ　ＣＯ．，Ｌｔｄ（現・非連結子会社）を設立。

平成22年11月浙江品川精密機械有限公司（現・非連結子会社）を設立。

平成23年４月 インドにＴＳＵＧＡＭＩ　ＰＲＥＣＩＳＩＯＮ　ＥＮＧＩＮＥＥＲＩＮＧ　ＩＮＤＩＡ　ＰＲＩＶＡＴ

Ｅ　ＬＩＭＴＥＤ(現・非連結子会社）を設立 　
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社、子会社９社（うち４社は連結子会社）及び関連会社１社で構成され、日本及び中国を中心に

自動旋盤、研削盤、マシニングセンタ、転造盤等の製造・販売をメインとし、更に各企業に関連する研究及びその他の

サービス等の事業活動を展開しております。

(1)事業に係る当社グループ各社の位置付け

　当社グループの日本と中国における事業に係る各社の位置づけは次のとおりであります。

① 日本

　当社は、工作機械、測定器、工具等の製造、販売をしております

　また、販売については、子会社㈱ツガミマシナリー及び㈱ツガミプレシジョンにおいても行っております。

　部品、製品の一部については、子会社㈱ツガミプレシジョン及び津上精密机床（浙江）有限公司から仕入れてお

ります。　

　

② 中国

  子会社津上精密机床（浙江）有限公司は、工作機械の製造、販売をしております。

　また、部品等の一部を当社（日本）、浙江品川精密機械有限公司（中国）から仕入れ、製品として当社に販売して

おります。

　

　子会社ＴＳＵＧＡＭＩ（ＴＨＡＩ）、ＴＳＵＧＡＭＩ ＧｍｂＨ、ＴＳＵＧＡＭＩ ＫＯＲＥＡ Ｃｏ.,Ｌｔｄ、関連

会社ＲＥＭ ＳＡＬＥＳ ＬＬＣにおいても当社製品の販売を行っております。

　また、当社グループの製品のアフターサービス等については、当社のほか、主に子会社㈱ツガミマシナリー及びＴ

ＳＵＧＡＭＩ（ＴＨＡＩ）で行っております。
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(2）事業の系統図

　当社グループの事業系統図は、以下の通りであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又
は出資金

主要な事業の内容
議決権の所有
割合又は被所
有割合（％）

関係内容

連結子会社  　  　  

㈱ツガミマシナリー
神奈川県川崎市

川崎区
60百万円

日本における工作

機械部品の販売及

び工作機械の据付

修理

100

当社製品・部品の販売

及び製品の据付修理を

行っている

役員の兼任あり

㈱ツガミ総合サービス 新潟県長岡市 42百万円

日本における工場

施設の保守、点検

及び保険代理業務

100

工場構内における建物

並びに設備の保守、点

検、損保代理業務

役員の兼任あり

㈱ツガミプレシジョン 東京都中央区 10百万円

日本における工作

機械の製造、販売

及び測定器の製

造、販売

100

当社製品の加工、組立

及び販売を行っている

役員の兼任あり

津上精密机床(浙江)有

限公司　（注）１．２
中国浙江省

258百万

　人民元

中国における工作

機械の製造及び販

売

100

当社製品の加工、組立

及び販売を行っている

役員の兼任あり

　（注）１．津上精密机床(浙江)有限公司は特定子会社に該当しております。

２．津上精密机床(浙江)有限公司については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に

占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等 （１）売上高 　12,118百万円

　 （２）経常利益  620百万円

　 （３）当期純利益 444百万円

　 （４）純資産額 4,798百万円

　 （５）総資産額 16,985百万円

 

EDINET提出書類

株式会社ツガミ(E01480)

有価証券報告書

  7/115



５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成24年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

日本 524 (179) 

中国 1,209 (－) 

合計 1,733 (179) 

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．従業員数が前連結会計年度末に比べ834人増加しましたのは、津上精密机床（浙江）有限公司において生産

を大幅に拡大したことによるものです。

(2）提出会社の状況

 平成24年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

475（163） 42.9 17.8 5,605

　（注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。なお、他社か

ら当社への出向者（10人）を含んでおり、当社より他社への出向者（85人）を含んでおりません。また、セグ

メントは日本であります。　

２．平均年間給与（税込み）は、時間外手当及び賞与を含んでおります。

(3）労働組合の状況

　当社の労働組合は産業別労働組合ＪＡＭに属し、組合員数は321名でユニオンショップ制であります。

　なお、労使関係については良好であります。　
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当期におけるわが国経済は、東日本大震災により落ち込んだ生産活動の持ち直しがあった一方、円高の長期化と輸

出を支えてきた中国の景気減速や、欧州・米国の景気不安の影響を受け厳しい状況で推移いたしました。 

  工作機械業界におきましても、中国等アジア新興国を中心に外需が順調に伸展し、内需も復調の兆しが出てきて

おりましたが、経済不安が解消していない状況から先行きに対する不透明感は否めません。

  このような状況の下で、当社グループは長期化する円高への対応と価格競争力強化を目指し、新製品の投入・現

地調達比率の拡大等を行い原価低減に努めてまいりました。更に、スマートフォン市場への参入を狙い中国工場の

生産能力増強を実施。第３四半期において同市場への参入が実現し、タイ洪水復興需要の受注と併せて第４四半期

後半に売上寄与することとなりました。

  また、中国工場の生産能力増強と安定した資金確保の観点から、第４四半期において公募および第三者割当増資

を実施し、健全な財務体質の維持にも努めてまいりました。

 

　売上高は、前年同期比0.5％減の35,739百万円となりました。

　国内は、前年同期比15.7％増の11,035百万円、輸出額は前年同期比6.4％減の24,703百万円となり、輸出比率は前年

同期の73.4％から69.1％となりました。

　損益につきましては、営業利益は4,086百万円(前年同期は3,732百万円)、経常利益は3,875百万円(同3,504百万

円)、当期純利益は2,281百万円(同2,837百万円)となりました。

 

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　日本につきましては、売上高は前年同期比6.5％増の37,647百万円、営業利益は4,307百万円となりました。

②　中国につきましては、売上高は前年同期比20.6％増の11,977百万円、営業利益は802百万円となりました。

 

(2）キャッシュ・フロー

　キャッシュ・フローについては、「第２事業の状況　７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー状況の分析

（2）キャッシュ・フローの分析」の項目をご参照下さい。

 

EDINET提出書類

株式会社ツガミ(E01480)

有価証券報告書

  9/115



２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度の生産実績をセグメントごとに示すと次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

前年同期比（％）

日本（百万円） 37,847 95.2

中国（百万円） 9,577 127.8

合計（百万円） 47,425 100.4

　（注）１．記載金額は標準仕切価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。　

 

(2）受注状況

　当社グループ（当社及び連結子会社）は、受注見込みによる生産方式をとっておりますので、受注の状況の記載を

省略しております。

　

(3）販売実績

　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

前年同期比（％）

日本（百万円） 26,161 92.0

中国（百万円） 9,577 127.8

合計（百万円） 35,739 99.5

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおり

であります。　

 
前連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日） 

 金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

㈱啓愛社 4,544 12.7 1,818 5.1

３．上記の金額には、消費税は含まれておりません。 
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３【対処すべき課題】

（中長期的課題） 

　当社グループは、中長期的経営戦略として、以下の重点課題に対し積極的に取り組んでまいります。

(1) 成長分野を狙った新製品の投入

　今後、成長が期待される分野、例えば環境・省エネ対応が求められる自動車向け部品、更に高度化するＨＤＤ

・スマートフォン等ＩＴ分野・医療分野等に、お客様の要請に十分応えられる新製品の市場投入に全力で取り

組んでまいります。

(2) 成長地域を狙った事業戦略

　中長期的には設備投資意欲が旺盛な中国・東南アジア・インド等の市場への生産・販売・アフターサービス

体制の更なる強化を図ってまいります。

(3) 経営の効率化と顧客満足度の向上

　企業グループとしての総合力を高めるため、関係会社も含め営業・生産・管理体制の強化と高効率経営を

図ってまいります。

　また、引き続きお客様のニーズに合致した新製品の提供とサービスの充実に努め、常に顧客満足度の向上を目

指し、お客様に信頼される経営に全力で取り組んでまいります。

　以上のような活動と同時に環境保全やコンプライアンスなど、ＣＳＲ活動にも積極的に取り組み、株主やお客

様をはじめとする全てのステークホルダーの皆様に信頼される企業として、最大限の経営努力をしてまいりま

す。　
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４【事業等のリスク】

　当社グループの経営成績、株価及び財政状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがありま

す。

(1) 景気変動による影響

　工作機械業界は、景気変動の影響を受けやすい業界でありますが、当社グループは高効率経営を目指し、固定

費削減等により、予期せぬ市場規模の縮小による業績への影響を少なくすべく努力を続けております。しかし、

想定外の急激な変化が生じた場合には、当社グループの生産・業績および財政状態に影響を与える可能性があ

ります。

(2) 原材料価格の変動による影響

　当社グループ製品の主要原材料である鋳物・鋼材などは、為替相場の動向、国際的な需給の状況などに大きく

影響されております。これらによる原材料価格の上昇は、当社グループの生産・業績および財政状態に影響を

与える可能性があります。

(3) 為替変動による影響

　当社グループ製品の販売は、海外向けの比率が年々上昇しております。輸出は原則円建で行っており、為替変

動の直接的な影響はないものの、急激な円高は海外の代理店・ユーザーから販売価格の引き下げの要求を受け

ます。また、中国子会社のウェイトが高まるにつれ、人民元の為替レートの変動が、当社グループの生産・業績

および財政状態に影響を与える可能性があります。

(4) 海外での事業活動による影響

　当社グループは、中国子会社でも工作機械を製造・販売しており、また、タイ、ドイツ、韓国の子会社を通じて

製品の販売及びアフターサービスを行っておりますが、これらの国における、政情の悪化、法律・規制の変更等

が、当社グループの生産・業績および財政状態に影響を与える可能性があります。

(5) 品質に関する影響

　当社グループは、積極的に新製品を開発し市場に投入するとともに、品質の向上にグループを挙げて取り組ん

でおります。予期せぬ事故・サービス不良等の問題が発生した場合には、当社グループの生産・業績および財

政状態に影響を与える可能性があります。

(6) 知的財産権に関わる影響

　当社グループが保有する技術については、特許出願を行い知的財産権として取得することにより技術の保全

を図っております。しかし、他社から当社グループの知的財産権が侵害された場合や、当社グループの知的財産

権に対する無効請求や、侵害差止請求等が提起された場合、当社グループの生産・業績および財政状態に影響

を与える可能性があります。

(7) 取引先の動向による影響

　当社グループは、電子機器・情報通信関連業界、自動車業界をはじめとして多岐に渡る取引先と取引を行って

おり、取引先の置かれている環境、信用リスク等については細心の注意を払っております。しかし、取引先との

契約の変更、事業環境の変化、業績悪化等により、特に取引額の大きい取引先の状況に変化が生じた場合、当社

グループの生産・業績および財政状態に影響を与える可能性があります。

(8) 自然災害等による影響　

　当社グループは製造、販売及びサービス拠点をグローバルに展開しているため、予測不可能な自然災害、コン

ピュータウィルス、テロといった多くの事象によって引き起こされる災害に影響を受ける可能性があります。

　当社グループの主要な製造拠点は、国内では新潟県にあり、海外では中国にあります。万が一、当該地域で大規

模な震災、水害またはその他の災害等が発生し、製品供給が不可能、あるいは遅延することとなった場合は、当

社グループの生産・業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

６【研究開発活動】

　当社グループは製品開発、技術開発において、長年培った精密加工の技術をベースに、顧客のニーズに迅速に対応し、

高速、高精度、高剛性機をスピーディーに開発する為、活発な製品開発活動を行っております。

　当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費の総額は、847百万円であります。

　研究開発は当社（日本）で行っております。

　環境・安全・省エネ対応の自動車関連部品（電動パワステ、次世代ブレーキ、環境対応エンジン）の加工や、今後ま

すます高精度化する情報・通信関連分野、特にハードディスク駆動装置（ＨＤＤ）などパソコン関連部品、携帯電話

・デジタルカメラなど小型情報端末部品、医療関連部品等の超精密加工部品に対応できる、小型・高速高精度加工機

の開発に力を注いでおります。

　当連結会計年度の主な成果としては、ＣＮＣ精密自動旋盤Ｂ０２６／３２－Ⅱ、ＣＮＣ精密研削盤ＦＴＧ１８ＴＬ、

立型マシニングセンタＶＡ１等の開発であります。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）財政状態の分析

（流動資産）

　当連結会計年度末における流動資産の残高は、37,108百万円（前連結会計年度末は23,578百万円）となり、13,529

百万円増加しました。これは主に、現金及び預金が1,203百万円、受取手形及び売掛金が2,807百万円、たな卸資産が

スマートフォン市場への出荷増大に向けて8,089百万円増加したことによるものであります。

（固定資産）

　当連結会計年度末における固定資産の残高は、13,616百万円（前連結会計年度末は12,263百万円）となり、1,353

百万円増加しました。これは主に、建設仮勘定が666百万円、関係会社出資金が471百万円増加したことによるもので

す。

（流動負債）

　当連結会計年度末における流動負債の残高は、21,476百万円（前連結会計年度末は11,771百万円）となり、9,705

百万円増加しました。これは主に、支払手形及び買掛金が8,492百万円、未払法人税等が1,039百万円増加したことに

よるものです。

（固定負債）

　当連結会計年度末における固定負債の残高は、1,563百万円（前連結会計年度末は1,966百万円）となり、403百万

円減少しました。これは主に、社債が300百万円、繰延税金負債が59百万円減少したことによるものです。

（純資産）

　当連結会計年度末における純資産の残高は、27,717百万円（前連結会計年度末の純資産の残高は22,122百万円）

となり、5,594百万円の増加となりました。これは主に、増資により資本金1,745百万円、資本剰余金1,726百万円の増

加と、利益剰余金が1,572百万円増加したことによるものであります。

(2）キャッシュ・フローの分析

（キャッシュ・フロー）

　当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末比1,203百万円増加し、5,264百万円となりま

した。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動による資金は、499百万円の増加（前連結会計年度は2,295百万円の増加）となりました。これは主に、税

金等調整前当期純利益3,738百万円、減価償却費760百万円、仕入債務の増加8,410百万円により資金が増加した一

方、売上債権の増加2,745百万円、たな卸資産の増加8,123百万円により資金が減少した結果によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動による資金は、1,915百万円の減少（前連結会計年度は1,599百万円の減少）となりました。これは主に、

有形固定資産の取得1,450百万円、出資金の払込467百万円（インド現地生産子会社　設立）により資金が減少した

結果によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動による資金は、2,608百万円の増加（前連結会計年度は437百万円の減少）となりました。これは主に、公

募および第三者割当増資により3,469百万円資金が増加した一方、社債の償還300百万円、配当金の支払661百万円に

より資金が減少した結果によるものであります。

(3）経営成績の分析

　当連結会計年度における売上高は、35,739百万円（前連結会計年度比0.5％減）、営業利益は4,086百万円（前連結

会計年度は3,732百万円）となりました。当期純利益は2,281百万円（前連結会計年度は2,837百万円）となりまし

た。

　なお、セグメント別の分析は、「第２事業の状況　１業績等の概要　(1）業績」の項目をご参照下さい。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループでは、総額1,571百万円の設備投資を実施致しました。

　セグメント別設備投資は次のとおりです。

　日本においては、当社長岡工場・信州工場の生産設備を中心に、262百万円の設備投資を実施致しました。

　中国においては、津上精密机床(浙江)有限公司の生産設備を中心に、1,340百万円の設備投資を実施致しました。

　所要資金としては、自己資金を充当しております。　

 

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

 

(1）提出会社 平成24年３月31日現在　

事業所名
（所在地）

セグメントの名
称

設備の内容
帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）建物 機械装置

土地
(面積㎡)

リース
資産

その他 合計

長岡工場

（新潟県長岡市）
日本

工作機械

製造設備
1,923 605

232

(71,339)
9 248 3,019

381

(143)

信州工場

（長野県佐久市）
日本

工作機械

製造設備
559 77

22

(64,685)
2 19 681

21

(－)

新潟工場

（新潟県新潟市）
日本

工作機械

製造設備
56 1

164

(18,245)
－ 7 230 －

その他

（神奈川県川崎市川崎区）
日本 独身寮 150 －

91

(469)
－ 0 242 －

 

(2）在外子会社 平成24年３月31日現在　

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容
帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）建物 機械装置

土地
(面積㎡)

リース
資産 

その他 合計

津上精密机床

(浙江)有限公司

中国工場

(中国浙江省)
中国

工作機械

製造設備
555 1,477

－

(－)　
－ 67 2,100

1,209

(－)

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具及び器具備品の合計額で、建設仮勘定は含んでおりません。

　２．従業員数の（　）は、臨時雇用者数を外数で記載しております。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。

　設備計画は原則的に連結会社各社が個別に策定していますが、計画策定に当っては提出会社を中心に調整を図って

おります。

　なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設計画は次のとおりであります。

会社名
事業所名

所在地
セグメントの
名称

設備の内容
投資予定額

資金調達方法
着手及び完了予定年月

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

当社長岡工場 新潟県長岡市 日本　 機械装置他　 570 － 自己資金　 平成24年4月　平成25年3月

当社新潟工場　 新潟県新潟市　 日本　 工場用建物　 308 － 自己資金 平成24年2月 平成24年6月

津上精密机床

(浙江)有限公司　
中国浙江省　 中国　

建物、機械装

置他　
550 － 自己資金 平成24年4月 平成25年3月
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 320,000,000

計 320,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成24年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年６月18日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 74,919,379 74,919,379
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

1,000株

計 74,919,379 74,919,379 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成24年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。　
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（２）【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成17年６月24日定時株主総会決議

 
事業年度末現在

（平成24年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成24年５月31日）

新株予約権の数（個）　 71 59

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 71,000 59,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 同左

新株予約権の行使期間
自　平成17年７月１日

至　平成37年６月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）　

発行価格　　       1

資本組入額　   　  1
同左

新株予約権の行使の条件 （注）１ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するため

には、取締役会の承認を要す

る。

同左

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

　 

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

②　平成18年６月23日取締役会決議

 
事業年度末現在

（平成24年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成24年５月31日）

新株予約権の数（個）　 22 22

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 22,000 22,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 同左

新株予約権の行使期間
自　平成18年７月21日

至　平成38年７月20日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）　

発行価格　　     609

資本組入額　   　305
同左

新株予約権の行使の条件 （注）１　 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するため

には、取締役会の承認を要す

る。

同左

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２ 同左
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③　平成18年６月23日定時株主総会決議

 
事業年度末現在

（平成24年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成24年５月31日）

新株予約権の数（個）　 25 19

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 25,000 19,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 同左

新株予約権の行使期間
自　平成18年７月21日

至　平成38年７月20日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　     609

資本組入額　   　305
同左

新株予約権の行使の条件 （注）1　 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するため

には、取締役会の承認を要す

る。

同左

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２ 同左

　 

④　平成19年６月22日取締役会決議

 
事業年度末現在

（平成24年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成24年５月31日）

新株予約権の数（個）　 29 29

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 29,000 29,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 同左

新株予約権の行使期間
自　平成19年７月10日

至　平成39年７月９日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）　

発行価格　　     514

資本組入額　   　257
同左

新株予約権の行使の条件 （注）１　 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するため

には、取締役会の承認を要す

る。

同左

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２ 同左　
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⑤　平成19年６月22日定時株主総会決議

 
事業年度末現在

（平成24年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成24年５月31日）

新株予約権の数（個） 54 48

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 54,000 48,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 同左

新株予約権の行使期間
自　平成19年７月10日

至　平成39年７月９日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　     514

資本組入額　   　257
同左

新株予約権の行使の条件 （注）１　 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するため

には、取締役会の承認を要す

る。

同左

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２ 同左

　 

⑥　平成20年６月20日取締役会決議

 
事業年度末現在

（平成24年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成24年５月31日）

新株予約権の数（個）　 37 37

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 37,000 37,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 同左

新株予約権の行使期間
自　平成20年７月８日

至　平成40年７月７日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）　

発行価格　　     280

資本組入額　   　140
同左

新株予約権の行使の条件 （注）１　 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するため

には、取締役会の承認を要す

る。

同左

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２ 同左
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⑦　平成20年６月20日定時株主総会決議

 
事業年度末現在

（平成24年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成24年５月31日）

新株予約権の数（個）　 43 41

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 43,000 41,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 同左

新株予約権の行使期間
自　平成20年７月８日

至　平成40年７月７日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）　

発行価格         280

資本組入額       140
同左

新株予約権の行使の条件 （注）１　 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するため

には、取締役会の承認を要す

る。

同左

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２ 同左

　

⑧　平成21年６月19日定時株主総会決議

　 
事業年度末現在

（平成24年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成24年５月31日）

新株予約権の数（個）　 298 298

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 298,000 298,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 225 同左

新株予約権の行使期間
自　平成23年７月７日

至　平成26年６月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）　

発行価格         256

資本組入額       128
同左

新株予約権の行使の条件 （注）１　 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するため

には、取締役会の承認を要す

る。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －
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⑨　平成21年６月19日取締役会決議

　 
事業年度末現在

（平成24年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成24年５月31日）

新株予約権の数（個）　 93 93

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 93,000 93,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 同左

新株予約権の行使期間
自　平成21年７月７日

至　平成41年７月６日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）　

発行価格         124

資本組入額        62
同左

新株予約権の行使の条件 （注）１　 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するため

には、取締役会の承認を要す

る。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　　

⑩　平成21年６月19日定時株主総会決議

　 
事業年度末現在

（平成24年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成24年５月31日）

新株予約権の数（個）　 87 87

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 87,000 87,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 同左

新株予約権の行使期間
自　平成21年７月７日

至　平成41年７月６日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）　

発行価格         124

資本組入額        62
同左

新株予約権の行使の条件 （注）１　 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するため

には、取締役会の承認を要す

る。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －
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⑪　平成22年６月18日定時株主総会決議

　 
事業年度末現在

（平成24年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成24年５月31日）

新株予約権の数（個）　 350 350

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 350,000 350,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 667 同左

新株予約権の行使期間
自　平成24年７月６日

至　平成27年６月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）　

発行価格         849

資本組入額       425
同左

新株予約権の行使の条件 （注）１ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するため

には、取締役会の承認を要す

る。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　

⑫　平成22年６月18日取締役会決議

　 
事業年度末現在

（平成24年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成24年５月31日）

新株予約権の数（個）　 62 62

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 62,000 62,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 同左

新株予約権の行使期間
自　平成22年７月６日

至　平成42年７月５日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）　

発行価格         533

資本組入額       267
同左

新株予約権の行使の条件 （注）１　 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するため

には、取締役会の承認を要す

る。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －
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⑬　平成22年６月18日定時株主総会決議

　 
事業年度末現在

（平成24年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成24年５月31日）

新株予約権の数（個） 68 61

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 68,000 61,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 同左

新株予約権の行使期間
自　平成22年７月６日

至　平成42年７月５日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）　

発行価格         533

資本組入額       267
同左

新株予約権の行使の条件 （注）１　 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するため

には、取締役会の承認を要す

る。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　

⑭　平成23年６月17日定時株主総会決議

　 
事業年度末現在

（平成24年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成24年５月31日）

新株予約権の数（個）　 350 350

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 350,000 350,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 481 同左

新株予約権の行使期間
自　平成25年７月５日

至　平成28年６月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）　

発行価格         644

資本組入額       322
同左

新株予約権の行使の条件 （注）１ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するため

には、取締役会の承認を要す

る。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －
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⑮　平成23年６月17日取締役会決議

　 
事業年度末現在

（平成24年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成24年５月31日）

新株予約権の数（個）　 149 149

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 149,000 149,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 同左

新株予約権の行使期間
自　平成23年７月５日

至　平成43年７月４日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）　

発行価格         409

資本組入額       205
同左

新株予約権の行使の条件 （注）１　 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するため

には、取締役会の承認を要す

る。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　

⑯　平成23年６月17日定時株主総会決議

　 
事業年度末現在

（平成24年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成24年５月31日）

新株予約権の数（個） 100 94

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 100,000 94,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 同左

新株予約権の行使期間
自　平成23年７月５日

至　平成43年７月４日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）　

発行価格         409

資本組入額       205
同左

新株予約権の行使の条件 （注）１　 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するため

には、取締役会の承認を要す

る。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　　（注）　１．当社取締役会決議および当社とこれに基づき新株予約権付与対象者との間で締結した「新株予約権割当契

約」に定めるところによるものとする。

２．当社を完全子会社とする株式交換または株式移転を行う場合には、当該時点において行使または消却さ

れていない新株予約権に係る義務を当該株式交換または株式移転により完全親会社となる会社に一定

の条件により承継させることができるものとする。詳細は「募集新株予約権発行要項」に定めるところ

によるものとする。　
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

平成20年３月24日

（注１）
△11,000,00068,019,379 － 10,599 － 4,138

平成24年２月１日

（注２）
6,000,00074,019,3791,518 12,117 1,518 5,656

平成24年２月22日

（注２）
900,00074,919,379 227 12,345 227 5,884

（注）１．自己株式の消却による減少であります。

２．有償一般募集  　　　　6,000千株

　　　　　　　　　発行価格　　528円

　　　　　　　　　発行価額　　506円

　　　　　　　　　資本組入額　253円

　　有償第三者割当　　　　　900千株

（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資）

　　　割当先　野村證券株式会社

　　　　　　　　　発行価格　　506円

　　　　　　　　　資本組入額　253円　

（６）【所有者別状況】

 平成24年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 43 38 141 86 9 7,235 7,552 －

所有株式数

（単元）
－ 25,322 2,185 5,848 19,695 34 21,386 74,470449,379

所有株式数の

割合（％）
－ 34.0 2.9 7.9 26.5 0.1 28.7 100.0 －

　（注）１．自己株式1,382,906株は、「個人その他」に1,382単元、「単元未満株式の状況」に906株を含めて記載してお

ります。

２．上記「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の株式が12単元含まれております。
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（７）【大株主の状況】

 平成24年３月31日現在

氏名または名称 住所
所有株式数

（千株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海1-8-11 7,569 10.10

みずほ信託銀行株式会社 退職

給付信託 東京精密口 再信託受

託者 資産管理サービス信託銀

行株式会社

東京都中央区晴海1-8-12 4,592 6.12

モルガンスタンレーアンドカン

パニーエルエルシー　常任代理

人 モルガン・スタンレーＭＵ

ＦＧ証券株式会社

1585 BROADWAY NEW YORK,NEW YORK

10036, U.S.A

（東京都渋谷区恵比寿4-20-3　恵比寿ガー

デンプレイスタワー）　

3,188 4.25

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町2-11-3　 2,940 3.92

第一生命保険株式会社 東京都中央区晴海1-8-12 2,424 3.23

ＳＳＢＴ　ＯＤ０５　ＯＭＮＩＢ

ＵＳ　ＡＣＣＯＵＮＴ　－　ＴＲ

ＥＡＴＹ　ＣＬＩＥＮＴＳ　

常任代理人　香港上海銀行東京

支店　

338 PITT STREET SYDNEY NSW 2000

AUSTRALIA　

（東京都中央区日本橋3-11-1）　

2,348 3.13

株式会社森精機製作所 奈良県大和郡山市北郡山町106 2,200 2.93

ゴールドマンサックスインター

ナショナル　常任代理人 ゴール

ドマン・サックス証券株式会社

Peterborough Court, 133 Fleet Street,

London EC4A 2BB UK

（東京都港区六本木6-10-1）　

　2,023 2.70

ノムラ　インターナショナル　

ピーエルシーアカント　ジヤパ

ン　フロウ　常任代理人野村證券

株式会社　

1 ANGEL LANE, LONDON, EC4R 3AB,

UNITED KINGDOM　

（東京都中央区日本橋1-9-1）　

1,704 2.27

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町1-1-2 1,516 2.02

計  － 30,505 40.71

　（注）１．上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数はすべて、信託業務に係るものであります。

２．上記みずほ信託銀行株式会社の所有株式数はすべて信託業務に係るものであります

３．上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数はすべて、信託業務に係るものであります。

４．上記第一生命保険株式会社は所有株式数には、特別勘定年金口230千株、特別勘定変額口94千株を含んでおり

ます。

５．キャバルリー・マネジメント・グループ・エルエルシー（Cavalry Management Group, LCC）から、平成23

年６月15日付で大量保有報告書の変更報告書の写しの送付があり、平成23年６月10日現在でそれぞれ以下の

とおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当期末時点における実質所有株式数の

確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株） 

株券等保有割合

（％） 

キャバルリー・マネジメント・グ

ループ・エルエルシー（Cavalry

Management Group, LCC）

アメリカ合衆国、デラウェア州、ウィル

ミントン市スイート400、センターヴィ

ルロード2711（2711 Centerville

Road, Suite 400 in the city of

Wilmington, Delaware, United States

of America）　

株式  2,884,700 4.24
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６．Joho Capital, L.C.Cから、平成23年12月30日付で大量保有報告書の変更報告書の写しの送付があり、平成23

年11月30日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当期

末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株） 

株券等保有割合

（％） 

Joho Capital, L.C.C

米国デラウェア州ニューキャッスル郡、

ウィルミントン市、オレンジ・ストリー

ト1209、コーポレーション・トラスト・

センター　

株式  2,753,000 4.05

７．ＤＩＡＭアセットマネジメント株式会社及びその共同保有者であるダイアム　インターナショナル　リミ

テッド（DIAM International Ltd）から、平成24年２月２日付で大量保有報告書の変更報告書の写しの送付

があり、平成24年１月31日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、

当社として当期末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めており

ません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株） 

株券等保有割合

（％） 

ＤＩＡＭアセットマネジメント株

式会社
東京都千代田区丸の内三丁目３番１号 株式  3,660,000 5.38

ダイアム　インターナショナル　リ

ミテッド

（DIAM International Ltd）

英国　ロンドン市フライデーストリート

１番地　イーシー　４エム　９ジェイエー

（One Friday Street, London, EC4M,

9JA U.K.）

株式  401,000 0.59

８．クレディ・スイス・セキュリティーズ（ヨーロッパ）リミテッド（Crsdit Suisse Securities (Europe)

Limited）及びその共同保有者であるクレディ・スイス証券株式会社、クレディ・スイス・セキュリティー

ズ（ユーエスエー）エルエルシー（Credit Suisse Securities (USA) LLC）、クレディ・スイス（ホンコ

ン）リミテッド（Credit Suisse (Hong Kong) Limited）から、平成24年２月22日付で大量保有報告書の変

更報告書の写しの送付があり、平成24年２月15日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告

を受けておりますが、当社として当期末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主

の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株） 

株券等保有割合

（％） 

クレディ・スイス・セキュリ

ティーズ（ヨーロッパ）リミテッ

ド（Credit Suisse Securities

(Europe) Limited）

英国　ロンドンＥ14　４ＱＪ、ワン・カ

ボット・スクウェア
株式  1,533,524 2.07

クレディ・スイス証券株式会社
東京都港区六本木一丁目６番１号泉

ガーデンタワー
株式  176,736 0.24

クレディ・スイス（ホンコン）リ

ミテッド（Credit Suisse (Hong

Kong) Limited）

香港、セントラル、チャター・ロード１

８、アレクサンドラ・ハウス、６階
株式　106,000 0.14

９．野村證券株式会社及びその共同保有者であるNOMURA INTERNATIONAL PLC、野村アセットマネジメント株式会

社から、平成24年３月23日付で大量保有報告書の変更報告書の写しの送付があり、平成24年３月15日現在で

それぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当期末時点における実

質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株） 

株券等保有割合

（％） 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 株式  259,473 0.35

NOMURA INTERNATIONAL PLC
1 Angel Lane, London EC4R 3AB,

United Kingdom
株式  3,182,811 4.25

野村アセットマネジメント株式会

社
東京都中央区日本橋一丁目12番１号 株式　283,000 0.38
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10．ゴールドマン・サックス証券株式会社及びその共同保有者であるゴールドマン・サックス・インターナ

ショナル（Goldman Sachs International）、ゴールドマン・サックス・アンド・カンパニー（Goldman

Sachs & Co.）から、平成24年４月５日付で大量保有報告書の変更報告書の写しの送付があり、平成24年３月

30日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当期末時点

における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株） 

株券等保有割合

（％） 

ゴールドマン・サックス証券株式

会社

東京都港区六本木六丁目10－１　六本木

ヒルズ森タワー
株式  557,000 0.74

ゴールドマン・サックス・イン

ターナショナル（Goldman Sachs

International）

Peterborough Court, 133 Fleet

Street, London EC4A 2BB UK
株式  961,000 1.28

ゴールドマン・サックス・アンド

・カンパニー（Goldman Sachs &

Co.）

200 West Street, New York, New York

10282, U.S.A
株式　326,000 0.44

　

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成24年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  1,382,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 73,088,000 73,088 －

単元未満株式 普通株式　　449,379 － －

発行済株式総数 74,919,379 － －

総株主の議決権 － 73,088 －

　（注）　上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄には証券保管振替機構名義の株式が、12千株（議決権

の数12個）含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成24年３月31日現在

所有者の氏名又は

名称
所有者の住所

自己名義所有株

式数（株）

他人名義所有株

式数（株）

所有株式数の合

計（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

株式会社ツガミ
東京都中央区日本

橋富沢町12番20号
1,382,000 － 1,382,000 1.84

計 － 1,382,000 － 1,382,000 1.84
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（９）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法及び会社法に基づき新株予約権を発行

する方法によるものであります。

　当該制度の内容は、以下のとおりであります。

　

1．平成17年６月24日開催の定時株主総会決議に基づくもの

　　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社取締役、監査役及び役付執行役員に対して新株予約権を

発行することを、平成17年６月24日開催の第102期定時株主総会において特別決議されたものであります。

決議年月日 平成17年６月24日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役　　　　　4

当社監査役　　　　　4

当社役付執行役員　　7

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

 

２．平成18年６月23日開催の定時株主総会決議に基づくもの

　　会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき、当社役付執行役員およびこれに準ずる使用人に対し、株式

報酬型ストックオプションとして特に有利な条件により発行する新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会に

委任することにつき、平成18年６月23日開催の第103期定時株主総会において特別決議されたものであります。

決議年月日 平成18年６月23日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社役付執行役員　　  8

これに準ずる使用人　　3

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 「（2）新株予約権等の状況」に記載
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 ３．平成18年６月23日開催の取締役会決議に基づくもの

　　会社法第238条および第240条の規定に基づき、当社取締役および監査役に対し、株式報酬型ストックオプションと

して発行する新株予約権の募集事項の決定を平成18年６月23日開催の取締役会において決議されたものでありま

す。

決議年月日 平成18年６月23日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役　　4

当社監査役　　4

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 「（2）新株予約権等の状況」に記載

 
４．平成19年６月22日開催の定時株主総会決議に基づくもの

　　会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき、当社役付執行役員およびこれに準ずる使用人に対し、株式

報酬型ストックオプションとして特に有利な条件により発行する新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会に

委任することにつき、平成19年６月22日開催の第104期定時株主総会において特別決議されたものであります。

決議年月日 平成19年６月22日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社役付執行役員　　 11

これに準ずる使用人　　1

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 「（2）新株予約権等の状況」に記載

　
５．平成19年６月22日開催の取締役会決議に基づくもの

　　会社法第238条および第240条の規定に基づき、当社取締役および監査役に対し、株式報酬型ストックオプションと

して発行する新株予約権の募集事項の決定を、平成19年６月22日開催の取締役会において決議されたものでありま

す。

決議年月日 平成19年６月22日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役　　4

当社監査役　　4

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 「（2）新株予約権等の状況」に記載
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６．平成20年６月20日開催の定時株主総会決議に基づくもの

　　会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき、当社役付執行役員に対し、株式報酬型ストックオプション

として特に有利な条件により発行する新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会に委任することにつき、平成20

年６月20日開催の第105期定時株主総会において特別決議されたものであります。

決議年月日 平成20年６月20日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社役付執行役員　 18

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載

株式の数（株） 同上　

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 「（2）新株予約権等の状況」に記載

　
　７．平成20年６月20日開催の取締役会決議に基づくもの

　　会社法第238条および第240条の規定に基づき、当社取締役および監査役に対し、株式報酬型ストックオプションと

して発行する新株予約権の募集事項の決定を、平成20年６月20日開催の取締役会において決議されたものでありま

す。

決議年月日 平成20年６月20日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役　　7

当社監査役　　4

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 「（2）新株予約権等の状況」に記載

　 
８．平成21年６月19日開催の定時株主総会決議に基づくもの

 ①会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき、当社取締役、当社監査役、当社使用人および当社子会社の

取締役に対してストックオプションとして特に有利な条件により発行する新株予約権の募集事項の決定を当社

取締役会に委任することを、平成21年６月19日開催の第106期定時株主総会において特別決議されたものであり

ます。

決議年月日 平成21年６月19日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役　　　　　　5

当社監査役　　　　　　1

当社使用人　　　　　123

当社子会社の取締役　　7

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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②　会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき、当社役付執行役員及びこれに準ずる使用人に対し、株式報

酬型ストックオプションとして特に有利な条件により発行する新株予約権の募集事項の決定を当社取締

役会に委任することにつき、平成21年６月19日開催の第106期定時株主総会において特別決議されたもの

であります。

決議年月日 平成21年６月19日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社役付執行役員およびこれに準ずる使用人　　14

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　　

９．平成21年６月19日開催の取締役会決議に基づくもの

　　会社法第238条および第240条の規定に基づき、当社取締役および監査役に対し、株式報酬型ストックオプションと

して発行する新株予約権の募集事項の決定を、平成21年６月19日開催の取締役会において決議されたものでありま

す。

決議年月日 平成21年６月19日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役　　7

当社監査役　　4

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　
10．平成22年６月18日開催の定時株主総会決議に基づくもの

①　会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき、当社使用人並びに当社子会社の取締役に対してストック

オプションとして特に有利な条件により発行する新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会に委任することを、

平成22年６月18日開催の第107期定時株主総会において特別決議されたものであります。

決議年月日 平成22年６月18日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社使用人　　　　 　63

当社子会社の取締役　　7

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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②　会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき、当社執行役員及びこれに準ずる使用人に対し、株式報酬型

ストックオプションとして特に有利な条件により発行する新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会に委任す

ることにつき、平成22年６月18日開催の第107期定時株主総会において特別決議されたものであります。

決議年月日 平成22年６月18日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社執行役員およびこれに準ずる使用人　　20　

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　
　11．平成22年６月18日開催の取締役会決議に基づくもの

　　会社法第238条および第240条の規定に基づき、当社取締役および監査役に対し、株式報酬型ストックオプションと

して発行する新株予約権の募集事項の決定を、平成22年６月18日開催の取締役会において決議されたものでありま

す。

決議年月日 平成22年６月18日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役　　7

当社監査役　　4

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　

　12．平成23年６月17日開催の定時株主総会決議に基づくもの 

①　会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき、当社使用人並びに当社子会社の取締役に対してストック

オプションとして特に有利な条件により発行する新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会に委任することを、

平成23年６月17日開催の第108期定時株主総会において特別決議されたものであります。

決議年月日 平成23年６月17日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社使用人　　81

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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②　会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき、当社執行役員及びこれに準ずる使用人に対し、株式報酬型

ストックオプションとして特に有利な条件により発行する新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会に委任す

ることにつき、平成23年６月17日開催の第108期定時株主総会において特別決議されたものであります。

決議年月日 平成23年６月17日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社執行役員およびこれに準ずる使用人　　14　

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　

13．平成23年６月17日開催の取締役会決議に基づくもの

　　会社法第238条および第240条の規定に基づき、当社取締役および監査役に対し、株式報酬型ストックオプションと

して発行する新株予約権の募集事項の決定を、平成23年６月17日開催の取締役会において決議されたものでありま

す。

決議年月日 平成23年６月17日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役　　8

当社監査役　　4

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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14．平成24年６月15日開催の定時株主総会決議に基づくもの 

①　会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき、当社使用人並びに当社子会社の取締役に対してストック

オプションとして特に有利な条件により発行する新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会に委任することを、

平成24年６月15日開催の第109期定時株主総会において特別決議されたものであります。

決議年月日 平成24年６月15日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社使用人　　　　　　64

当社子会社の取締役　　 3

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 200,000株を上限とする　

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）１

新株予約権の行使期間
割当日の翌日から２年を経過した日から平成29年６月30日ま

で

新株予約権の行使の条件

当社取締役会決議および当社とこれに基づき新株予約権付与

対象者のとの間で締結する「新株予約権割当契約書」に定め

るところによるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するためには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１．各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各新株予約権を行使することにより交付を受けるこ

とができる株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に対象株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）の属する月の前月の各日（取引が成立

しない日を除く。）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下、「終値」という。）の

平均値に1.05を乗じた金額（１円未満の端数は切り上げる。）又は割当日の前日の終値（当日に終値がない

場合はそれに先立つ直近の取引日の終値）のいずれか高い金額とする。

なお、割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、行使価額を次の算式に

より調整し、調整の結果により生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとする。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

株式分割・株式併合の比率

また、割当日後、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行又は自己株式の処分を行う場

合（会社法第194条の規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、当社

普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券の転換又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約

権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使による場合を除く。）には、行使価額を次の算式によ

り調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとする。

　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式数から当社が保有する普通株式に

かかる自己株式数を控除した数とし、また自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分す

る自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、割当日後、他の種類株式の普通株式への無償割当て、他の会社の株式の普通株式へ配当

を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、かかる割当て又は配当等の

条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。　
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②　会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき、当社執行役員及びこれに準ずる使用人に対し、株式報酬型

ストックオプションとして特に有利な条件により発行する新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会に委任す

ることにつき、平成24年６月15日開催の第109期定時株主総会において特別決議されたものであります。

決議年月日 平成24年６月15日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社執行役員およびこれに準ずる使用人　　19

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 110,000株を上限とする　

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり１円　

新株予約権の行使期間 新株予約権を割り当てる日の翌日から20年以内

新株予約権の行使の条件

当社取締役会決議および当社とこれに基づき新株予約権付与

対象者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定める

ところによるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するためには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　

15．平成24年６月15日開催の取締役会決議に基づくもの

　　会社法第238条および第240条の規定に基づき、当社取締役および監査役に対し、株式報酬型ストックオプションと

して発行する新株予約権の募集事項の決定を、平成24年６月15日開催の取締役会において決議されたものでありま

す。

決議年月日 平成24年６月15日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役　　 9

当社監査役　　 4

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 160,000株を上限とする　

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり１円　

新株予約権の行使期間 新株予約権を割り当てる日の翌日から20年以内

新株予約権の行使の条件

当社取締役会決議および当社とこれに基づき新株予約権付与

対象者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定める

ところによるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するためには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 5,226 2,574,496

当期間における取得自己株式 1,880 1,714,003

（注）当期間における取得自己株式には、平成24年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。

　

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（注）
763,000274,839,00038,00013,718,000

保有自己株式数 1,382,906 － 1,346,586 －

（注）１．当事業年度の内訳は、新株予約権の権利行使(株式数763,000株、処分価額の総額274,839,000円)であります。当

期間の内訳は、新株予約権の権利行使(株式数38,000株、処分価額の総額13,718,000円)であります。

２．当期間における処理自己株式には、平成24年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の売

渡による株式は含まれておりません。

３．当期間における保有自己株式数には、平成24年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取り及び売渡による株式は含まれておりません。　　　　　
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３【配当政策】

　当社グループは今後とも、時代の変化に対応した開発投資を積極的に行い、競争力の一層の強化、経営の効率化に引

き続き取り組むことにより、企業グループの総合力を高め、株主の皆様に利益還元を図ることが基本と考えておりま

す。

　従いまして、企業体質の強化を図るとともに、安定配当を確保すべくグループをあげて努力してまいります。

　また、株主還元策の一環としての自己株式取得につきましては、機動的な資本政策の遂行を可能とすること等を目的

として、その必要性、財務状況、株価動向等を総合的に判断いたしまして適切に対応してまいります。

　平成24年３月期の利益配当金につきましては、当初予想のとおり、１株につき中間配当金５円、期末配当金５円の年

間10円といたしました。　

　これらの剰余金の配当の決定機関は取締役会であります。

  当社は、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができる。」

旨定款に定めております。

　また、平成25年３月期の利益配当金につきましては、１株につき中間配当金６円、期末配当金６円の年間12円とさせ

ていただく予定であります。

　当社は取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨を定款に定めておりま

す。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
 

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成23年11月14日

取締役会決議
331 5.00

平成24年５月10日

取締役会決議
367 5.00

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第105期 第106期 第107期 第108期 第109期
決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

最高（円） 700 424 662 788 990

最低（円） 276 126 143 409 259

　（注）最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成23年10月 11月 12月 平成24年１月 ２月 ３月

最高（円） 467 535 560 586 633 990

最低（円） 259 421 446 492 521 635

　（注）最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

EDINET提出書類

株式会社ツガミ(E01480)

有価証券報告書

 38/115



５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役　　Ｃ

ＥＯ会長兼

社長執行役員

（代表取締役）

 西嶋　尚生 昭和22年12月14日生

昭和45年５月㈱富士銀行（現㈱みずほ銀行）入行

平成11年２月㈱東京精密営業副本部長

平成11年５月当社営業開発部長、津上工販㈱常務取

締役就任

平成12年６月当社取締役統轄本部営業開発部長就任

平成15年４月当社代表取締役社長就任

平成18年４月当社代表取締役社長執行役員就任

平成24年４月当社代表取締役ＣＥＯ会長兼社長執行

役員就任（現）　

（注）

3 
10

代表取締役

ＣＯＯ

（代表取締役）

製造部門統括 田内　清 昭和26年４月24日生　

昭和45年３月当社入社 

平成17年４月当社執行役員生産本部部長製造グ

ループグループリーダー 

平成20年４月当社執行役員品質保証部長 

平成21年４月当社常務執行役員生産管理部長

平成22年10月当社専務執行役員生産部門統括

平成23年４月当社専務執行役員生産統括部長

平成23年６月当社取締役専務執行役員生産統括部

長就任

平成24年４月当社代表取締役ＣＯＯ製造部門統括

就任（現）

（注）

3 　
13

代表取締役

ＣＯＯ

（代表取締役）

工場管理部門

統括
新嶋　敏治 昭和29年11月14日生　

昭和54年11月当社入社 

平成15年10月当社技術本部自動旋盤グループ グ

ループリーダー 

平成17年４月当社上席執行役員技術本部副本部長

 

平成17年７月当社上席執行役員技術本部長代理 

平成18年４月当社常務執行役員技術本部長

平成20年４月当社常務執行役員技術本部長兼生産

本部副本部長

平成20年６月当社取締役常務執行役員技術本部長

兼生産本部副本部長兼長岡工場長就

任

平成21年４月当社取締役専務執行役員長岡工場長

平成21年６月当社代表取締役専務執行役員長岡工

場長就任(現)

平成24年４月当社代表取締役ＣＯＯ工場管理部門

統括就任（現）

（注）

3 　
14
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

ＣＯＯ

経理・財務・

総務部門統括 
三浦　由博 昭和31年12月20日生　

昭和54年４月㈱富士銀行（現㈱みずほ銀行）入行

 

平成17年４月同行梅田支店長

平成20年４月同行執行役員支店部長 

平成21年６月同行常務執役員

平成23年４月当社常勤顧問

平成23年５月当社常務執行役員管理部長

平成23年６月

　

当社取締役常務執行役員管理部長就

任

平成24年４月当社取締役ＣＯＯ経理・財務・総務

部門統括就任（現）

（注）

3 　
－

取締役

上席執行役員

海外統括部付

部長 兼

TSUGAMI KOREA

社長

邊　　宰賢 昭和31年７月10日生

昭和57年10月三星物産㈱機械輸入事業部部長

平成12年７月㈱ＤＩ社長

平成19年１月㈱Exicon 副社長

平成22年１月TSUGAMI KOREA 社長

平成24年４月

　

平成24年６月

当社上席執行役員海外統括部付部長

兼 TSUGAMI KOREA 社長

当社取締役上席執行役員海外統括部

付部長 兼 TSUGAMI KOREA 社長就任

（現）　

（注）

3
－

取締役

上席執行役員　

中国事業担当

兼 津上精密机

床(浙江)有限

公司 副董事長

兼総経理

唐　　東雷 昭和37年11月27日生　

平成４年７月 ㈱東京精密入社

平成17年11月

　

当社理事中国室長

兼 津上精密机床(浙江)有限公司 董

事兼総経理

平成21年４月

　

当社執行役員上海事務所長兼津上精

密机床(浙江)有限公司 董事兼総経理

平成22年４月

　

当社常務執行役員中国事業担当 兼 

津上精密机床(浙江)有限公司 副董事

長兼総経理

平成22年６月

　

当社取締役常務執行役員中国事業担

当 兼 津上精密机床(浙江)有限公司 

副董事長兼総経理就任

平成24年４月

　

当社取締役上席執行役員中国事業担

当兼 津上精密机床(浙江)有限公司 

副董事長兼総経理就任(現）

（注）

3 　
－

取締役  中川　威雄 昭和13年10月12日生　

平成11年５月東京大学名誉教授(現)

平成12年10月ファインテック㈱代表取締役社長

(現)

平成14年６月日本ピラー工業㈱取締役（現）

平成19年６月ファナック㈱監査役（現）

平成20年６月当社取締役就任(現)

（注）

3 　
20

取締役 　 山田　健司 昭和23年２月20日生

昭和46年７月三井海洋開発㈱　入社

平成９年３月 ㈱モデック（現三井海洋開発㈱）取

締役

平成13年３月同社代表取締役社長

平成21年３月三井海洋開発㈱代表取締役会長兼会

長執行役員

平成24年６月当社取締役就任（現）

（注）

3
－

取締役　 　 島田　邦雄 昭和34年８月16日生　

昭和61年４月弁護士登録

岩田合同法律事務所弁護士　

平成３年10月ニューヨーク州弁護士登録

平成12年６月みずほ債権回収㈱常務取締役（現）

平成22年７月島田法律事務所代表パートナー（現)

平成23年６月当社取締役就任（現）

（注）

3
－
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常勤監査役   本間　利雄 昭和27年８月２日生

昭和50年４月㈱北越銀行入行

平成14年４月同行長岡新産支店長

平成18年４月同行直江津支店長

平成20年４月当社常務執行役員管理部長

平成21年６月当社取締役常務執行役員管理部長

平成23年５月

平成23年６月

当社常勤顧問

当社常勤監査役就任(現）

（注）

4 
10

監査役  宮田　芳文 昭和27年10月19日生

昭和53年４月第一生命保険相互会社

(現第一生命保険㈱)入社

平成13年４月同社キャピタルマーケット部長

平成15年４月同社ストラクチャー投資部長

平成17年４月同社財務部長

平成18年４月同社執行役員総合金融法人部長

平成20年４月同社執行役員

平成21年４月同社常務執行役員

平成22年４月第一生命保険㈱常務執行役員

平成22年６月当社監査役就任(現）

平成24年６月資産管理サービス信託銀行㈱代表取

締役副社長(現)　

（注）

５ 
－

監査役  玉井　宏明 昭和35年３月20日生

昭和58年３月㈱森精機製作所入社

平成10年３月同社企画室次長

平成12年６月同社企画室兼総務部部長

平成14年６月同社管理本部長

平成15年６月同社取締役管理本部長

平成19年６月同社常務取締役管理本部長

平成20年６月同社専務取締役管理本部長

平成22年６月当社監査役就任(現）

平成23年９月㈱森精機製作所専務取締役営業管掌

兼営業本部長兼生産管理・生産技術

管掌兼エンジニアリング管掌（現）　

（注）

５ 
－

監査役   木村　龍一 昭和37年12月30日生

昭和61年４月㈱東京精密入社

平成17年４月 同社半導体社執行役員営業部東京営

業所長兼大阪営業所長

平成17年６月同社取締役

平成19年４月同社半導体社執行役員常務営業部東

京営業所長兼大阪営業所長

平成19年８月同社半導体社執行役員社長

平成23年６月同社代表取締役半導体社執行役員社

長（現）　

当社監査役就任(現）　

（注）

4 
－

 計  67

　（注）１．取締役中川威雄、山田健司及び島田邦雄は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

　　　　２．監査役　宮田芳文、玉井宏明及び木村龍一は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

　　　　３．平成24年６月15日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

　　　　４．平成23年６月17日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

　　　　５．平成22年６月18日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

 　　　 ６．当社は、常勤監査役に事故ある場合等に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１名を選任しておりま

す。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数

（千株）

小柳　敏一 昭和30年７月１日生

昭和54年４月 ㈱北越銀行入行

平成18年４月 同行新発田西支店長

平成20年４月 同行村上支店長

平成22年４月 同行東京事務所長

平成23年４月 当社常勤顧問

平成23年５月 当社常勤顧問管理部付部長

平成24年４月 当社上席執行役員管理部付部長総務担当

（現）

－
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

 （コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

　当社では、企業価値の持続的な拡大のため、迅速かつ的確な経営判断に努め、株主の負託に応えるとともに、国際

社会の一員として、企業に期待される社会的責任を果たしてまいります。

　また、株主・投資家に対するＩＲ活動や情報開示に積極的に取り組み、経営の透明性の向上に努めてまいります。

 　①企業統治の体制

　 Ⅰ）企業統治の体制の概要とその体制を採用する理由

　当社は、取締役会と監査役会による監査役制度採用会社であります。平成24年６月18日現在、取締役９名（う

ち社外取締役３名）、監査役４名（うち社外監査役３名）となっております。

　当社では、取締役会および監査役会をコーポレート・ガバナンスの基本機構としており、対応すべき経営課

題や重要事項の決定について充分な議論、検討を尽くしたうえで、意思決定しております。さらに、コーポレー

ト・ガバナンスの充実を目指して、「監査室（２名）」を社長直轄の組織とするとともに、「リスク管理委員

会」、「情報セキュリティ委員会」などを設けています。

  また、当社は東京証券取引所の上場規則に定める独立役員（社外取締役３名、社外監査役２名）を指定して

おります。

　当社としましては、従来の社外取締役２名および社外監査役３名体制により、外部からの経営の監視という

面で、ガバナンス機能を十分発揮できると考えますが、上場会社として株主の利益保護の観点から、より独立

した立場からの監督機能の充実が重要であるとの認識の下、一層のガバナンス機能の強化を図る目的で、社外

取締役（兼　独立役員）を増員し、体制の強化を図ることといたしました。　　

Ⅱ) 内部統制システムの整備状況

　　当社は、取締役会において内部統制システム構築の基本方針を以下のように決定しております。

　ⅰ　取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

　イ　取締役会は、コンプライアンスを経営の重要課題の一つとして位置付け、健全な社会規範の下で業務を遂行す

るため「ツガミグループ行動規範」を制定しコンプライアンス方針を定める。

　ロ　取締役および使用人が法令、定款その他社内規則および社会規範等に違反する行為を発見した場合の通報制

度として「内部通報制度」を構築する。なお、通報者の保護を図ることとする。

  ハ　社長直轄部署として「監査室」を設置し、コンプライアンスの実施状況を内部監査する。

  ニ　当社は監査役会設置会社であり、取締役の職務執行については監査役会の定める監査役監査基準に従う。

ⅱ　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

  　当社は、取締役会議事録、稟議書その他取締役の職務の執行に係る文書その他の情報を文書管理規程および情

報セキュリティ管理規程等の社内規程に従って適切に保存および管理する。 

ⅲ　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

  　当社は、事業活動に係る様々なリスクの管理と顕在化を未然に防止するため、リスク管理に係る委員会を設置

しリスク情報を収集・分析して予兆の早期発見を行なうとともに、万一リスクが発生したときには迅速かつ的

確な施策ができるように規程およびマニュアル等を整備して、リスク管理体制を構築する。

ⅳ　取締役の職務の執行が効率的に行なわれることを確保するための体制

    当社は、定例の取締役会を毎月1回開催し、取締役会規程により定めている事項およびその付議基準に該当す

る事項は、すべて取締役会に付議することを遵守して重要事項の決定を行なう。

    また、毎月定期的に経営会議を開催し、経営情報の共有化を図るとともに、重要な業務執行に関する事項につ

いて協議し、機動的な意思決定を行い経営の効率化をすすめることとする。

ⅴ　当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

    当社グループは、当社を頂点企業とする企業集団である。

  イ　コンプライアンスについては、「ツガミグループ行動規範」を子会社にも同様に適用する。

  ロ　毎月1回の経営会議に子会社の代表者も出席し、当社および子会社間での内部統制に関する協議を進めると

ともに、情報を共有化することにより、その業務の適正さを確保する。

　ハ　内部監査部門（監査室）は、子会社が業務の執行において法令・社内規則およびコンプライアンスを遵守し

ていることの確認を行なう。

ⅵ　監査役がその補助をすべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、並びにその使

  用人の取締役からの独立性に関する事項

    当社は監査役から請求ある場合は、監査役を補助すべき使用人を置くことができる。この場合取締役からの独

立性を確保するために、補助者の人事に関しては監査役会と十分協議の上決定するものとする。監査役補助者

は、業務の執行に係る役職を兼務しないこととする。
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ⅶ　取締役および使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制

    取締役および使用人は次の事項を監査役に報告するものとする。
  イ　会社に著しい影響を及ぼす重要な事実を発見したときは、その事実に関する事項

  ロ　法令、定款に違反する行為を発見した場合、またはその恐れがある場合には、その事実に関する事項

  ハ　内部監査部門（監査室）内部監査の結果

  ニ　内部通報制度の運用および通報の内容

ⅷ　その他監査役の監査が実効的に行なわれることを確保するための体制

  イ　監査役は、代表取締役と定期的に会合を持ち、監査上の重要課題について意見交換を行なう。

  ロ　監査役は、会計監査人と定期的に会合を持ち、意見および情報の交換を行なうとともに、必要に応じて会計監

査人に報告を求める。

  ハ　監査役は、内部監査部門（監査室）とも緊密な連携を保ちつつ、必要に応じて内部監査部門に調査を求める

ことができる。

ⅸ　財務報告の信頼性を確保するための体制

  イ　財務報告の信頼性確保および金融商品取引法に定める内部統制報告書の有効かつ適切な提出のため、内部統

制報告制度を整備する。

  ロ　内部統制システムと金融商品取引法およびその他の関係法令との適合性を確保するために、その仕組みを継

続的に評価し必要な是正を行なう。

  ハ　本制度の運用におけるモニタリング、評価、改善支援は内部監査部門（監査室）を責任部署として実施する。

ⅹ　反社会勢力を排除する体制

  イ　社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然とした姿勢で組織的に対応

し、一切の関係を遮断することを基本方針として、「ツガミグループ行動規範」に明記している。

  ロ　反社会勢力による不当要求事案等の発生時は、警察、弁護士、企業防衛協議会等の外部専門機関とも連携して

対応する。 

Ⅲ) 会計監査の状況

　　会計監査人については、新日本有限責任監査法人を選任し、監査契約を結び経営情報を逐次提供しております。

監査役、会計監査人は、年間監査計画や監査報告等の定期的な会合を含め、必要に応じて随時情報交換を行い、相

互連携して監査業務を推進しております。

　　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、五十嵐 朗氏及び野本直樹氏であり、新日本有限責任監査法人に

所属しております。また、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士12名、その他７名であります。 

Ⅳ) 社外取締役および社外監査役との関係

　　社外取締役中川威雄氏は、東京大学名誉教授であり、ファインテック株式会社代表取締役社長であります。同社

と当社との間に製品販売等の取引関係があります。また、同氏はファナック株式会社の社外監査役を兼務してお

ります。同社と当社との資本的関係につきましては、同社は当社株式327千株を所有し、当社は同社株式を50千株

所有しております。当社はファナック株式会社との間に製品販売等の取引関係があります。社外取締役中川威雄

氏は、東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。

　　社外取締役山田健司氏は、前三井海洋開発株式会社代表取締役会長兼会長執行役員でありました。同社と当社と

の間には取引関係はありません。社外取締役山田健司氏は、東京証券取引所に対し、独立役員として届け出てお

ります。　

　　社外取締役島田邦雄氏は、島田法律事務所代表パートナーであります。同社と当社との間には取引関係はありま

せん。社外取締役島田邦雄氏は、東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。

　　社外監査役宮田芳文氏は、平成24年３月31日まで第一生命保険株式会社常務執行役員でありました。同社と当社

との資本的関係につきましては、同社は当社株式2,100千株を所有し、当社は同社株式387株を所有しておりま

す。当社は第一生命保険株式会社との間に企業年金保険等の保険契約があります。また、同氏は平成24年４月１

日から資産管理サービス信託銀行の理事に就任し、平成24年６月18日からは同社の代表取締役副社長でありま

す。なお、同社と当社との間には取引関係はありません。社外監査役宮田芳文氏は、東京証券取引所に対し、独立

役員として届け出ております。

　　社外監査役玉井宏明氏は、株式会社森精機製作所専務取締役営業管掌兼営業本部長兼生産管理・生産技術管掌

兼エンジニアリング管掌であります。同社と当社との資本的関係につきましては、同社は当社株式2,200千株を

所有し、当社は同社株式100千株を所有しております。社外監査役玉井宏明氏は、東京証券取引所に対し、独立役

員として届け出ております。

　　社外監査役木村龍一氏は、株式会社東京精密代表取締役半導体社執行役員社長であります。同社と当社との資本

的関係につきましては、同社は当社株式4,592千株を所有し、当社は同社株式1,033千株を所有しております。当

社は株式会社東京精密との間に製品販売等の取引関係があります。

　　社外取締役及び社外監査役による監督または監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内

部統制部門との関係は、報告事項や決議事項について適宜質問するとともに、必要に応じ社外の立場から意見を

述べることにより相互の連携を高めております。
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Ⅴ) 社外取締役または社外監査役の提出会社からの独立性に関する基準または方針の内容

　　当社は、社外取締役または社外監査役の選任にあたり、独立性に関する基準または方針として明確に定めたもの

はありませんが、その選任に際しては、経歴や当社との関係を踏まえて十分な独立性が確保できること、一般株

主と利益相反が生じるおそれがないことなどを個別に判断しております。

　 ②役員報酬および監査報酬の内容

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）

基本報酬
ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く）
203　 157　 45　 － － 8　

監査役

（社外監査役を除く）
22 17　 4 － － 2　

社外役員 39　 30　 9　 － － 7　

(注)１．上記には、平成23年６月17日開催の第108期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役２名、社外取締

役１名、平成23年９月30日に辞任した取締役１名および平成23年６月17日開催の第108期定時株主総会終結

の時をもって辞任した監査役１名、社外監査役１名を含んでおります。また、取締役本間利雄氏は、第108期

定時株主総会終結の時をもって取締役を退任した後、監査役に就任したため、報酬額と員数につきまして

は、取締役在任期間は取締役に、監査役在任期間は監査役に含めて記載しております。

２．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３．取締役の報酬等の額は、第103期定時株主総会において金銭報酬額として年額200百万円以内（ただし、使用

人分給与は含まない。）、また第104期定時株主総会において、この報酬等の額とは別に株式報酬型ストック

オプションとして割り当てる新株予約権に関する報酬等の額を年額60百万円以内と決議いただいておりま

す。 

４．監査役の報酬等の額は、第103期定時株主総会において金銭報酬額として年額60百万円以内、また第104期定

時株主総会において、この報酬等の額とは別に株式報酬型ストックオプションとして割り当てる新株予約

権に関する報酬等の額を年額20百万円以内と決議いただいております。

５．取締役の報酬については、株主総会決議により報酬総額の上限を定めており、各取締役の報酬は、役位ごと

の役割の大きさや責任範囲および業務等を勘案し、決定しております。監査役の報酬については、株主総会

決議により報酬総額の上限を定めており、各監査役の報酬は常勤・非常勤の別、監査業務の分担の状況等を

考慮し、監査役の協議により決定しております。
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③　株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

23銘柄　　　　4,955百万円　

　

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

　前事業年度

　　特定投資株式　

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

Tornos Holdings SA 1,463,813 1,723業務提携先との取引強化のため

㈱東京精密 1,033,000 1,537取引関係強化のため

ファナック㈱ 50,000 629取引関係強化のため

㈱山善 500,000 242取引関係強化のため

THK㈱ 59,000 123取引関係強化のため

ユアサ商事㈱ 1,000,000 105取引関係強化のため

㈱森精機製作所 100,000 98 取引関係強化のため

㈱八十二銀行 196,000 93 取引関係強化のため

㈱北越銀行 491,892 93 取引関係強化のため

㈱第四銀行 241,000 66 取引関係強化のため

㈱三菱UFJフィナンシャル

・グループ
134,800 51 取引関係強化のため

第一生命保険㈱ 387 48 取引関係強化のため

ミネベア㈱ 100,000 45 取引関係強化のため

ダイキン工業㈱ 13,400 33 取引関係強化のため

帝国通信工業㈱ 80,000 14 取引関係強化のため

トミタ㈱ 2,741 1 取引関係強化のため

　

当事業年度　

　特定投資株式　

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱東京精密 1,033,000 1,773取引関係強化のため

Tornos Holdings SA 1,463,813 1,338業務提携先との取引強化のため

ファナック㈱ 50,000 734取引関係強化のため

㈱山善 500,000 345取引関係強化のため

ユアサ商事㈱ 1,000,000 144取引関係強化のため

THK㈱ 59,000 99 取引関係強化のため

㈱八十二銀行 196,000 95 取引関係強化のため

㈱北越銀行 499,216 88 取引関係強化のため

㈱森精機製作所 100,000 85 取引関係強化のため

㈱第四銀行 241,000 70 取引関係強化のため

㈱三菱UFJフィナンシャル

・グループ
134,800 55 取引関係強化のため

第一生命保険㈱ 387 44 取引関係強化のため

ミネベア㈱ 100,000 36 取引関係強化のため

ダイキン工業㈱ 13,400 30 取引関係強化のため

帝国通信工業㈱ 80,000 11 取引関係強化のため

トミタ㈱ 4,069 1 取引関係強化のため
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　 ④責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役ならびに各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠

償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する最低責任限度額であります。

   ⑤剰余金の配当等の決定機関

　当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除き、

株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取締役

会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

　当社は、取締役会の決議によって毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めてお

ります。

   ⑥取締役の定数

　当社の取締役は10名以内とする旨を定款で定めております。

   ⑦取締役選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。また、取締役の選任決議は累積投票によらない

旨も定款で定めております。

　 ⑧株主総会の特別決議要件

　当社は、株主総会特別決議の定足数をより確実に充足できるようにするため、会社法第309条第２項に定める決議

について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分

の２以上をもって行う旨を定款に定めております。

　 

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 32 － 31 1

連結子会社 － － － －

計 32 － 31 1

 

②【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）　

　当社連結子会社である津上精密机床（浙江）有限公司は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属

している安永華明会計師事務所に対して監査証明業務に基づく報酬として０百万円支払っております。。

　

当連結会計年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

　当社連結子会社である津上精密机床（浙江）有限公司は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属

している安永華明会計師事務所に対して監査証明業務に基づく報酬として１百万円支払っております。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

　該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

　当社は、会計監査人に対して、公募および第三者割当増資に係る「監査人から引受事務幹事会社への書簡」及び

「財務諸表以外の財務情報に関する調査の報告」作成業務についての報酬を支払っております。

 

④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありません。　
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成23年４月１日から平成24年３月31

日まで）の連結財務諸表及び第109期事業年度（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）の財務諸表について

新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

　　　

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

  当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人

財務会計基準機構へ加入し、適宜新しい情報を入手しております。

　また、公益財団法人財務会計基準機構等の行う研修に参加しております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,111 5,314

受取手形及び売掛金 7,729 ※4
 10,536

商品及び製品 2,925 4,275

仕掛品 5,181 6,926

原材料及び貯蔵品 2,611 7,606

繰延税金資産 289 535

その他 786 1,973

貸倒引当金 △56 △59

流動資産合計 23,578 37,108

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 7,783 7,792

減価償却累計額 △4,102 △4,236

建物及び構築物（純額） 3,681 3,555

機械装置及び運搬具 8,898 8,563

減価償却累計額 △7,017 △6,429

機械装置及び運搬具（純額） 1,881 2,134

土地 591 581

リース資産 31 36

減価償却累計額 △14 △20

リース資産（純額） 17 15

建設仮勘定 18 684

その他 963 914

減価償却累計額 △719 △651

その他（純額） 243 262

有形固定資産合計 6,433 7,234

無形固定資産 139 149

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 4,927

※1
 4,967

関係会社出資金 670 1,141

長期貸付金 1 1

繰延税金資産 1 1

その他 ※3
 88

※3
 121

投資その他の資産合計 5,689 6,233

固定資産合計 12,263 13,616

繰延資産

株式交付費 － 20

社債発行費 18 11

繰延資産合計 18 32

資産合計 35,860 50,757
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 8,011 16,503

短期借入金 2,089 2,107

1年内償還予定の社債 300 300

未払法人税等 374 1,413

賞与引当金 248 272

製品保証引当金 107 148

その他 640 730

流動負債合計 11,771 21,476

固定負債

社債 600 300

繰延税金負債 480 420

退職給付引当金 791 774

役員退職慰労引当金 12 12

その他 82 56

固定負債合計 1,966 1,563

負債合計 13,738 23,040

純資産の部

株主資本

資本金 10,599 12,345

資本剰余金 4,157 5,884

利益剰余金 6,962 8,535

自己株式 △771 △499

株主資本合計 20,947 26,264

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 993 1,114

繰延ヘッジ損益 5 1

為替換算調整勘定 △114 △9

その他の包括利益累計額合計 884 1,106

新株予約権 290 345

純資産合計 22,122 27,717

負債純資産合計 35,860 50,757
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

売上高 35,932 35,739

売上原価 ※1
 28,569

※1
 27,388

売上総利益 7,363 8,350

販売費及び一般管理費

給料及び手当 804 1,017

賞与引当金繰入額 56 73

退職給付費用 73 75

役員退職慰労引当金繰入額 5 5

技術研究費 ※2
 751

※2
 847

保険料 106 116

貸倒引当金繰入額 61 －

製品保証引当金繰入額 107 134

その他 1,664 1,994

販売費及び一般管理費合計 3,631 4,264

営業利益 3,732 4,086

営業外収益

受取利息 0 2

受取配当金 83 47

受取保険金 43 40

その他 44 72

営業外収益合計 172 162

営業外費用

支払利息 76 70

手形売却損 45 119

為替差損 229 125

その他 47 57

営業外費用合計 399 373

経常利益 3,504 3,875
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 ※3
 0

※3
 1

投資有価証券売却益 5 －

特別利益合計 6 1

特別損失

固定資産除却損 ※4
 9

※4
 40

固定資産売却損 ※5
 4

※5
 2

投資有価証券評価損 179 10

減損損失 － ※6
 10

たな卸資産評価損 － ※1
 40

関係会社株式売却損 － 4

子会社株式評価損 － 9

災害による損失 － ※7
 21

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 11 －

和解金 60 －

その他 1 0

特別損失合計 266 138

税金等調整前当期純利益 3,244 3,738

法人税、住民税及び事業税 478 1,692

法人税等調整額 △72 △234

法人税等合計 406 1,457

少数株主損益調整前当期純利益 2,837 2,281

少数株主利益 － －

当期純利益 2,837 2,281
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【連結包括利益計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 2,837 2,281

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 529 120

繰延ヘッジ損益 104 △3

為替換算調整勘定 △93 104

その他の包括利益合計 540 ※1
 222

包括利益 3,378 2,503

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 3,378 2,503

少数株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 10,599 10,599

当期変動額

新株の発行 － 1,745

当期変動額合計 － 1,745

当期末残高 10,599 12,345

資本剰余金

当期首残高 4,151 4,157

当期変動額

自己株式の処分 6 △18

新株の発行 － 1,745

当期変動額合計 6 1,726

当期末残高 4,157 5,884

利益剰余金

当期首残高 4,791 6,962

当期変動額

剰余金の配当 △666 △661

当期純利益 2,837 2,281

自己株式の処分 － △47

当期変動額合計 2,171 1,572

当期末残高 6,962 8,535

自己株式

当期首残高 △207 △771

当期変動額

自己株式の取得 △591 △2

自己株式の処分 27 274

当期変動額合計 △564 272

当期末残高 △771 △499

株主資本合計

当期首残高 19,334 20,947

当期変動額

新株の発行 － 3,491

剰余金の配当 △666 △661

当期純利益 2,837 2,281

自己株式の取得 △591 △2

自己株式の処分 33 208

当期変動額合計 1,613 5,317

当期末残高 20,947 26,264
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 463 993

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

529 120

当期変動額合計 529 120

当期末残高 993 1,114

繰延ヘッジ損益

当期首残高 △99 5

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

104 △3

当期変動額合計 104 △3

当期末残高 5 1

為替換算調整勘定

当期首残高 △20 △114

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△93 104

当期変動額合計 △93 104

当期末残高 △114 △9

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 343 884

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

540 222

当期変動額合計 540 222

当期末残高 884 1,106

新株予約権

当期首残高 204 290

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 86 55

当期変動額合計 86 55

当期末残高 290 345

純資産合計

当期首残高 19,882 22,122

当期変動額

新株の発行 － 3,491

剰余金の配当 △666 △661

当期純利益 2,837 2,281

自己株式の取得 △591 △2

自己株式の処分 33 208

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 626 277

当期変動額合計 2,239 5,594

当期末残高 22,122 27,717
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 3,244 3,738

減価償却費 738 760

投資有価証券評価損益（△は益） 179 10

減損損失 － 10

貸倒引当金の増減額（△は減少） 12 3

退職給付引当金の増減額（△は減少） △46 △18

受取利息及び受取配当金 △83 △49

支払利息 76 70

固定資産除却損 9 40

固定資産売却損益（△は益） 4 0

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 11 －

売上債権の増減額（△は増加） △383 △2,745

たな卸資産評価損 － 40

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,571 △8,123

仕入債務の増減額（△は減少） 1,242 8,410

その他 71 △973

小計 2,504 1,175

利息及び配当金の受取額 29 49

利息の支払額 △77 △77

法人税等の支払額 △161 △647

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,295 499

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △70 △60

定期預金の払戻による収入 70 60

有形固定資産の取得による支出 △1,127 △1,450

有形固定資産の売却による収入 5 38

投資有価証券の取得による支出 △1 △1

投資有価証券の売却による収入 33 －

出資金の払込による支出 △443 △467

貸付金の回収による収入 15 11

その他 △80 △46

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,599 △1,915

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 3,480 3,406

短期借入金の返済による支出 △2,350 △3,406

自己株式の売却による収入 0 113

社債の償還による支出 △300 △300

株式の発行による収入 － 3,469

自己株式の取得による支出 △592 △2

配当金の支払額 △666 △661

リース債務の返済による支出 △9 △10

財務活動によるキャッシュ・フロー △437 2,608

現金及び現金同等物に係る換算差額 △40 10

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 218 1,203

現金及び現金同等物の期首残高 3,842 4,061

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 4,061

※
 5,264
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

１．連結の範囲に関する事項　

(1）連結子会社の数４社

主要な連結子会社の名称　

㈱ツガミマシナリー

㈱ツガミプレシジョン

㈱ツガミ総合サービス

津上精密机床（浙江）有限公司

　

(2）主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

TSUGAMI (THAI)

TSUGAMI GmbH

TSUGAMI KOREA Co.,Ltd

浙江品川精密機械有限公司

Tsugami Precision Engineering India Pvt Ltd

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

　

２．持分法の適用に関する事項　

(1）持分法を適用した非連結子会社０社

　

(2）持分法を適用しない非連結子会社（TSUGAMI(THAI)、TSUGAMI GmbH、TSUGAMI KOREA Co.,Ltd、浙江品川精密機

械有限公司、Tsugami Precision Engineering India Pvt Ltd）及び関連会社（REM SALES LLC）は、それぞれ

連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用

から除外しております。

　

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、津上精密机床（浙江）有限公司の決算日は12月31日であります。

　連結財務諸表の作成に際しましては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につ

いては、連結決算上必要な調整を行っております。

　

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用しております。

②デリバティブ

時価法

③たな卸資産

　主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）を採用しております。

EDINET提出書類

株式会社ツガミ(E01480)

有価証券報告書

 56/115



(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び在外子会社については、定額

法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　15年～38年

機械装置及び運搬具　９年

②無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

③リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

④長期前払費用

　定額法を採用しております。

　

(3）重要な繰延資産の処理方法

株式交付費

　３年にわたり定額法により償却しております。　

社債発行費

　社債の償還までの期間（５年）にわたり定額法により償却しております。

　

(4）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

　従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上しており

ます。

③役員賞与引当金

　役員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上しておりま

す。

　なお、当連結会計年度末において、支給見込額を合理的に見積ることが困難であるため、計上しておりま

せん。

④退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

　なお、会計基準変更時差異（2,180百万円）については、15年による按分額を費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとして

おります。

⑤役員退職慰労引当金

　一部の連結子会社については、役員の退職により支給する役員退職慰労金に備えるため、内規に基づく支

給限度額を計上しております。

⑥製品保証引当金

　製品販売後の無償保証期間に生じる補修費の支出に備えるため、過去の実績率等に基づく見込額を計上

しております。
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(5）重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。なお、在外子会社等の資産、負債、収益、費用は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

　

(6）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充たして

いる場合には振当処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

　当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は下記のとおりであります。

ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務

③ヘッジ方針

　為替変動リスクの回避並びに損益確定のため、対象債権の範囲内でヘッジを行っております。

④ヘッジ有効評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時及びその後も継続して相

場変動を完全に相殺するものと想定することができるため、ヘッジ有効性の判断は省略しております。

　

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から３ケ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的投資からなっております。

　

(8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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【会計方針の変更】

（１株当たり当期純利益に関する会計基準等の適用）

　当連結会計年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30

日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30

日）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号　平成22年６月30日）を適

用しております。

　この適用により、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、ストック・オプションの権利行使に

より払い込まれた場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評価額のうち、将来企業に提供されるサービ

スに係る分を含めて算定しております。

　また、前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の数値は、当該会計方針の変更を反映した

遡及修正後の数値を記載しております。　

　なお、これによる影響については、「１株当たり情報に関する注記」に記載しております。

　

【表示方法の変更】

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めておりました「固定資

産除却損」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変

更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」

の「その他」に表示していた80百万円は、「固定資産除却損」９百万円、「その他」71百万円として組み替えて

おります。

　

【追加情報】

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。　
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりであります。

　

　

前連結会計年度

（平成23年３月31日）

当連結会計年度

（平成24年３月31日）

投資有価証券（株式）  16百万円  11百万円

　

　２．受取手形割引高に対するものは次のとおりであります。

　

　

前連結会計年度

（平成23年３月31日）

当連結会計年度

（平成24年３月31日）

受取手形割引高  526百万円  947百万円

輸出受取手形割引高　  2,584百万円  2,022百万円

　

※３．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額は次のとおりであります。

　

　

前連結会計年度

（平成23年３月31日）

当連結会計年度

（平成24年３月31日）

投資その他の資産  147百万円  119百万円

　

※４．連結会計年度末日満期手形

　　　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当連結

　　会計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含まれて

　　おります。 

　

　

前連結会計年度

（平成23年３月31日）

当連結会計年度

（平成24年３月31日）

受取手形　  －百万円  11百万円

受取手形割引高  －百万円  49百万円

　　

　

（連結損益計算書関係）

※１．通常の販売目的で所有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下げ額

前連結会計年度

（自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日）

売上原価 45百万円 　 73百万円

特別損失 －百万円 　 40百万円

　当連結会計年度の特別損失に計上しているたな卸資産評価損の40百万円は、生産の効率化・集中化に伴う信州工場の縮

小及び事業撤廃によって発生すると見込まれる損失額を計上しております。　

　　

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

前連結会計年度

（自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日）

751百万円 847百万円

　

※３．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度

（自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日）

機械装置 0百万円 　 1百万円
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※４．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度

（自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日）

建物 7百万円 　 29百万円

機械装置 1 　 6

その他 0 　 4

計 9 　 40

　

※５．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度

（自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日）

機械装置 4百万円 　 2百万円

　

※６．減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

長野県佐久市 遊休資産 土地

　当社グループは、資産を事業の関連性によりグルーピングしております。

　上記の売却予定資産については帳簿価額に比べ売却予定額が低いことから、帳簿価額を回収可能額まで減額し、10

百万円を減損損失として特別損失に計上しております。回収可能額につきましては正味売却価額により測定してお

り、売却予定額に基づき算出しております。

　

※７．災害による損失

当連結会計年度において、平成23年に発生したタイ洪水による損失を計上しており、その内訳は次のとおりでありま

す。

　被災した取引先に対する復旧支援費用 21百万円

　

　

（連結包括利益計算書関係）

当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

※１．その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 42百万円

組替調整額 10百万円

税効果調整前 53百万円

税効果額 67百万円

その他有価証券評価差額金 120百万円

繰延ヘッジ損益： 　

当期発生額 △6百万円

税効果調整前 △6百万円

税効果額 2百万円

繰延ヘッジ損益 △3百万円

為替換算調整勘定：   

当期発生額 104百万円

その他の包括利益合計 222百万円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 68,019 － － 68,019
合計 68,019 － － 68,019

自己株式     

普通株式 1,154 1,103 117 2,140
合計 1,154 1,103 117 2,140

（注）１．自己株式の普通株式の株式数の増加1,103千株は、単元未満株式の買取りによる増加7千株、取締役会決議によ

り当社が取得した自己株式1,096千株であります。

２．自己株式の普通株式の株式数の減少117千株は、ストック・オプションの行使による減少であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

ストック・オプションとして

の新株予約権
－ － － － － 290

合計 － － － － － 290

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成22年５月13日

取締役会
普通株式 334 5.00 平成22年３月31日平成22年６月１日

平成22年11月12日

取締役会
普通株式 332 5.00 平成22年９月30日平成22年11月29日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成23年５月12日

取締役会
普通株式 329 利益剰余金 5.00平成23年３月31日平成23年５月31日
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当連結会計年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 68,019 6,900 － 74,919
合計 68,019 6,900 － 74,919

自己株式     

普通株式 2,140 5 763 1,382
合計 2,140 5 763 1,382

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加6,900千株は、新株の発行による増加であります。

２．自己株式の普通株式の株式数の増加5千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

３．自己株式の普通株式の株式数の減少763千株は、ストック・オプションの行使による減少であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

ストック・オプションとして

の新株予約権
－ － － － － 345

合計 － － － － － 345

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成23年５月12日

取締役会
普通株式 329 5.00 平成23年３月31日平成23年５月31日

平成23年11月14日

取締役会
普通株式 331 5.00 平成23年９月30日平成23年11月28日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成24年５月10日

取締役会
普通株式 367 利益剰余金 5.00平成24年３月31日平成24年５月29日

 　

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
　
　

前連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

現金及び預金勘定 4,111百万円 5,314百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △50　 △50　

現金及び現金同等物 4,061　 5,264　
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（リース取引関係）

（借主側）
１．ファイナンス・リース取引
所有権移転外ファイナンス・リース取引
①  リース資産の内容
(ア）有形固定資産

主として、日本における事務機器（工具、器具及び備品）等であります。
(イ）無形固定資産

ソフトウエアであります。
②  リース資産の減価償却の方法
　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項　（2）重要な減価償却資

産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。
　
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであります。
　

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額
（単位：百万円）

　
前連結会計年度（平成23年３月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額
機械装置及び運搬具 10 10 0
その他 37 36 0

合計 48 46 1
（単位：百万円）

　
当連結会計年度（平成24年３月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額
機械装置及び運搬具 10 10 0
その他 37 37 0

合計 48 47 0
（注）  取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。
　
(2）未経過リース料期末残高相当額等

（単位：百万円）

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）
未経過リース料期末残高相当額 　 　
１年内 1 0
１年超 － －

合計 1 0
（注）  未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。
　
(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失

（単位：百万円）

　
前連結会計年度

（自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

支払リース料 5 0
減価償却費相当額 5 0

　
(4）減価償却費相当額の算定方法
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針 

 　　当社グループは、国内外における事業遂行のために、必要な資金を銀行借入等により調達しております。デリバ

ティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

 　　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で事業を行うにあたり

生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、原則として先物為替予約を利用してヘッ

ジしております。 

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。　  

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日であります。 

　借入金、社債及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に運転資金に係る資金調達を目的としたも

のであり、償還日は最長で決算日後４年であります。 

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替予約取

引であります。デリバティブ取引の執行・管理については、社内ルールに従い、担当部門が決裁者の承認を得て

行っております。

　　　なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項 (6)重要なヘッジ会計の方

法」をご参照下さい。

　　　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、資金担当部門が月次に資金繰

計画を作成するなどの方法により、流動性リスクを管理しております。 

(3)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　 　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれて

おります。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデリバティブ取引に関す

る契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。 
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極

めて困難と認められるものは含まれておりません（(注)２．参照）。

前連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 4,111 4,111 －

(2）受取手形及び売掛金 7,729 7,729 －

(3）投資有価証券 4,909 4,909 －

　資産計 16,749 16,749　 －

(1）支払手形及び買掛金 8,011　 8,011 －

(2）短期借入金 2,089 2,089 －

(3) 未払法人税等　 374 374 －

(4) 1年内償還予定の社債　 300 306 △6

(5）社債 600 598 1

　負債計 11,374 11,380 △5

 デリバティブ取引(*) 8　 8　 －　

　(*)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につい

ては（ ）で示しております。
　

当連結会計年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 5,314 5,314 －

(2）受取手形及び売掛金 10,536 10,536 －

(3）投資有価証券 4,953 4,953 －

　資産計 20,804 20,804　 －

(1）支払手形及び買掛金 16,503　 16,503 －

(2）短期借入金 2,107 2,107 －

(3) 未払法人税等　 1,413 1,413 －

(4) 1年内償還予定の社債　 300 304 4

(5）社債 300 299 △1

　負債計 20,625 20,628 3

 デリバティブ取引(*) 1　 1　 －　

　(*)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につい

ては（ ）で示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

 資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(3)投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
　

負　債

(1)支払手形及び買掛金、（2）短期借入金、（3）未払法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(4)1年内償還予定の社債、(5)社債

　当社の発行する社債は、私募債で市場価格がないため、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リ

スクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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デリバティブ取引

　注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。
　

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 （単位：百万円）

区分
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）

非上場株式 2 2

関連会社株式 16 11

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（3）投

資有価証券」には含めておりません。
　

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

 
１年以内　
  (百万円） 

１年超
５年以内　
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）　

10年超　
 (百万円）

現金及び預金(*) 4,101 －　 －　 －　

受取手形及び売掛金 7,729 －　 －　 －　

合計 11,831 －　 － －　

(*)現金は除いております。
　
当連結会計年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

 
１年以内　
  (百万円） 

１年超
５年以内　
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）　

10年超　
 (百万円）

現金及び預金(*) 5,238 －　 －　 －　

受取手形及び売掛金 10,536 －　 －　 －　

合計 15,774 －　 － －　

(*)現金は除いております。
　

４. 社債及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

 連結附属明細表「社債明細表」及び「借入金等明細表」をご参照下さい。
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（有価証券関係）

１．その他有価証券
前連結会計年度（平成23年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

(1）株式 4,589 2,863 1,725

(2）債券  －  －  －

(3）その他 － － －

小計 4,589 2,863 1,725

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

(1）株式 319 372 △52

(2）債券  －  －  －

(3）その他 － － －

小計 319 372 △52

合計 4,909 3,235 1,673

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　2百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　　　　

当連結会計年度（平成24年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

(1）株式 4,685 2,916 1,769

(2）債券  －  －  －

(3）その他 － － －

小計 4,685 2,916 1,769

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

(1）株式 267 310 △42

(2）債券  －  －  －

(3）その他 － － －

小計 267 310 △42

合計 4,953 3,226 1,726

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　2百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　　　

２．連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

種類　 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

株式 27　 5　 －　

　　 

当連結会計年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

　該当事項はありません。

　

３．減損処理を行った有価証券

　前連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について、179百万円の減損処理を行っております。

　当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について、10百万円の減損処理を行っております。

　なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ、50％以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30％を超えて50％程度までの範囲で下落した銘柄については、個別に回復可能性の判定を行い減損処理の要否

を決定しております。
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

該当事項はありません。

　

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　通貨関連

前連結会計年度（平成23年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象

当連結会計年度(平成23年３月31日)

契約額等　
（百万円）
(千ＵＳ＄)　

契約額のうち
１年超
（百万円）
（千ＵＳ＄）

時価　
(百万円)　

為替予約等の振当処
理

為替予約取引

売掛金

　 　 　

　売建 89 －　 8

（米ドル） （971）　 －　 　

（注）時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

　

当連結会計年度（平成24年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象

当連結会計年度(平成24年３月31日)

契約額等　
（百万円）
(千ＵＳ＄)　

契約額のうち
１年超
（百万円）
（千ＵＳ＄）

時価　
(百万円)　

為替予約等の振当処理

為替予約取引

売掛金

　 　 　

　売建 213 －　 1

（米ドル）（千ＵＳ＄） （2,593）　 －　 　

為替予約取引

買掛金

　 　 　

　買建 264 － 1　

（瑞フラン）（千ＣＨＦ） （2,916） － 　

（注）時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社グループは、退職一時金制度と確定給付企業年金制度を併用しております。なお、当社及び一部の国内連結

子会社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、平成22年１月より適格退職年金制度を確定給付企業年金制度へ移

行しております。
　
２．退職給付債務に関する事項

　  
前連結会計年度

（平成23年３月31日）

当連結会計年度

（平成24年３月31日）

(1) 退職給付債務（百万円） △2,217 △2,193

(2) 年金資産（百万円） 837 944

(3) 未積立退職給付債務（百万円）(1)＋(2) △1,380 △1,249

(4) 会計基準変更時差異の未処理額（百万円） 557 417

(5) 未認識数理計算上の差異（百万円） 32 56

(6) 未認識過去勤務債務（百万円） － －

(7)
連結貸借対照表計上額純額（百万円）

(3)＋(4)＋(5)＋(6)
△791 △774

(8) 前払年金費用（百万円） － －

(9) 退職給付引当金（百万円）(7)－(8) △791 △774

（注）連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております
　
３．退職給付費用に関する事項

 

前連結会計年度

（自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日）

退職給付費用（百万円） 278 283

(1）勤務費用（百万円） 110 107

(2）利息費用（百万円） 33 32

(3）期待運用収益（百万円） △15 △16

(4）会計処理基準変更時差異の費用処理額

（百万円）
139 139

(5）数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 10 20

(6）その他（百万円） － －

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「(1）勤務費用」に計上しております。
　
４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 退職給付見込額の期間配分方法　

期間定額基準
　

(2）割引率

前連結会計年度

（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

当連結会計年度

（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

1.5（％）　 1.5（％）

　
(3）期待運用収益率

前連結会計年度

（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

当連結会計年度

（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

2.0（％） 2.0（％）

　
(4）数理計算上の差異の処理年数

５年（各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。）
　
(5）会計基準変更時差異の処理年数（年）

　　主として15年であります。
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（ストック・オプション等関係）

 １．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

 （単位：百万円）

　
前連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）　

当連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

売上原価の株式報酬費 22 42

一般管理費の株式報酬費 96 112

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成17年

第１回報酬型新株予約権
平成18年

株式報酬型ストック・オプションＡプラン

付与対象者の区分及び人数

当社取締役 ４名

当社監査役 ４名

当社使用人 ７名

当社取締役 ４名

当社監査役 ４名

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）1
普通株式　220,000株 普通株式　78,000株

付与日 平成17年７月１日 平成18年７月20日

権利確定条件 （注）２ （注）２

対象勤務期間 該当事項なし 該当事項なし

権利行使期間 平成17年７月１日～平成37年６月30日 平成18年７月21日～平成38年７月20日 

　

 
平成18年

株式報酬型ストック・オプションＢプラン
平成19年

株式報酬型ストック・オプションＡプラン

付与対象者の区分及び人数
当社役付執行役員 ８名

これに準ずる使用人 ３名

当社取締役 ４名

当社監査役 ４名

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）１
普通株式　72,000株 普通株式　101,000株

付与日 平成18年７月20日 平成19年７月９日

権利確定条件 （注）２ （注）２

対象勤務期間 該当事項なし 該当事項なし

権利行使期間 平成18年７月21日～平成38年７月20日 平成19年７月10日～平成39年７月９日 

　

 
平成19年

株式報酬型ストック・オプションＢプラン
平成20年

株式報酬型ストック・オプションＡプラン

付与対象者の区分及び人数
当社の役付執行役員 11名

当社使用人 １名

当社取締役 ７名

当社監査役 ４名

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）１
普通株式　89,000株 普通株式　100,000株

付与日 平成19年７月９日 平成20年７月７日

権利確定条件 （注）２ （注）２

対象勤務期間 該当事項なし 該当事項なし

権利行使期間 平成19年７月10日～平成39年７月９日 平成20年７月８日～平成40年７月７日 
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平成20年

株式報酬型ストック・オプションＢプラン
平成21年

第６回一般型新株予約権

付与対象者の区分及び人数

当社の役付執行役員 18名

  

当社取締役 ５名

当社監査役

当社使用人

当社子会社の取締役

１名　

123名　

７名

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）１
普通株式　51,000株 普通株式　800,000株

付与日 平成20年７月７日 平成21年７月６日

権利確定条件 （注）２ 該当事項なし　

対象勤務期間 該当事項なし 平成21年７月６日～平成23年７月６日

権利行使期間 平成20年７月８日～平成40年７月７日 平成23年７月７日～平成26年６月30日 

　

 
平成21年

株式報酬型ストック・オプションＡプラン
平成21年

株式報酬型ストック・オプションＢプラン

付与対象者の区分及び人数

当社取締役 ７名

当社監査役  ４名

当社の役付執行役員およびこれ

に準ずる使用人
14名

  

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）１
普通株式　191,000株 普通株式　111,000株

付与日 平成21年７月６日 平成21年７月６日

権利確定条件 （注）２ （注）２

対象勤務期間 該当事項なし 該当事項なし

権利行使期間 平成21年７月７日～平成41年７月６日 平成21年７月７日～平成41年７月６日 

　

 
平成22年

第７回一般型新株予約権
平成22年

株式報酬型ストック・オプションＡプラン

付与対象者の区分及び人数
当社使用人 63名

当社子会社の取締役 ７名

当社取締役 ７名

当社監査役  ４名

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）１
普通株式　350,000株 普通株式　101,000株

付与日 平成22年７月５日 平成22年７月５日

権利確定条件 該当事項なし　 （注）２

対象勤務期間 平成22年７月５日～平成24年７月５日 該当事項なし

権利行使期間 平成24年７月６日～平成27年６月30日 平成22年７月６日～平成42年７月５日 
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平成22年

株式報酬型ストック・オプションＢプラン
平成23年

第８回一般型新株予約権

付与対象者の区分及び人数
当社の執行役員およびこれに準

ずる使用人
20名

当社使用人 81名

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）１
普通株式　100,000株 普通株式　350,000株

付与日 平成22年７月５日 平成23年７月４日

権利確定条件 （注）２ 該当事項なし　

対象勤務期間 該当事項なし 平成23年７月４日～平成25年７月４日

権利行使期間 平成22年７月６日～平成42年７月５日 平成25年７月５日～平成28年６月30日

　

 
平成23年

株式報酬型ストック・オプションＡプラン
平成23年

株式報酬型ストック・オプションＢプラン

付与対象者の区分及び人数

当社取締役 ５名

社外取締役 ２名

当社監査役  ４名

当社の執行役員およびこれに準

ずる使用人
14名

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）１
普通株式　165,000株 普通株式　100,000株

付与日 平成23年７月４日 平成23年７月４日

権利確定条件 （注）２ （注）２

対象勤務期間 該当事項なし 該当事項なし

権利行使期間 平成23年７月５日～平成43年７月４日 平成23年７月５日～平成43年７月４日 

　

（注）１．株式数に換算して記載しております。 

２．原則として当社の取締役、監査役、執行役員及びこれに準ずる使用人のいずれの地位をも喪失した時に限り、新

株予約権を行使できるものとする。ただしこの場合、地位を喪失した日の翌日から７営業日を経過する日まで

の間に限り、新株予約権を行使することができる。

　

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度（平成24年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成17年

第１回報酬型新株予約権

平成18年
株式報酬型ストック・オ
プションＡプラン

平成18年
株式報酬型ストック・オ
プションＢプラン

権利確定前　　　　　　（株）             

前連結会計年度末 － － －

付与 － － －

失効 － － －

権利確定 － － －

未確定残 － － －

権利確定後　　　　　　（株）             

前連結会計年度末 109,000 45,000 38,000

権利確定 － － －

権利行使 38,000 23,000 6,000

失効 － － 7,000

未行使残 71,000 22,000 25,000

EDINET提出書類

株式会社ツガミ(E01480)

有価証券報告書

 73/115



 
平成19年

株式報酬型ストック・オ
プションＡプラン

平成19年
株式報酬型ストック・オ
プションＢプラン

平成20年
株式報酬型ストック・オ
プションＡプラン

権利確定前　　　　　　（株）             

前連結会計年度末 － － －

付与 － － －

失効 － － －

権利確定 － － －

未確定残 － － －

権利確定後　　　　　　（株）             

前連結会計年度末 59,000 60,000 62,000

権利確定 － － －

権利行使 30,000 6,000 25,000

失効 － － －

未行使残 29,000 54,000 37,000

 

 
平成20年

株式報酬型ストック・オ
プションＢプラン

平成21年
第６回一般型新株予約権

平成21年
株式報酬型ストック・オ
プションＡプラン

権利確定前　　　　　　（株）             

前連結会計年度末 － 800,000 －

付与 － － －

失効 － － －

権利確定 － 800,000 －

未確定残 － － －

権利確定後　　　　　　（株）             

前連結会計年度末 47,000 － 152,000

権利確定 － 800,000 －

権利行使 4,000 502,000 59,000

失効 － － －

未行使残 43,000 298,000 93,000

 

 
平成21年

株式報酬型ストック・オ
プションＢプラン

平成22年
第７回一般型新株予約権

平成22年
株式報酬型ストック・オ
プションＡプラン

権利確定前　　　　　　（株）             

前連結会計年度末 － 350,000 －

付与 － － －

失効 － － －

権利確定 － － －

未確定残 － 350,000 －

権利確定後　　　　　　（株）             

前連結会計年度末 105,000 － 97,000

権利確定 － － －

権利行使 18,000 － 35,000

失効 － － －

未行使残 87,000 － 62,000
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平成22年

株式報酬型ストック・オ
プションＢプラン

平成23年
第８回一般型新株予約権

平成23年
株式報酬型ストック・オ
プションＡプラン

権利確定前　　　　　　（株）             

前連結会計年度末 － － －

付与 － 350,000 165,000

失効 － － 13,000

権利確定 － － 152,000

未確定残 － 350,000 －

権利確定後　　　　　　（株）             

前連結会計年度末 85,000 － －

権利確定 － － 152,000

権利行使 14,000 － 3,000

失効 3,000 － －

未行使残 68,000 － 149,000

　

 
平成23年

株式報酬型ストック・オ
プションＢプラン

権利確定前　　　　　　（株）     

前連結会計年度末 －

付与 100,000

失効 －

権利確定 100,000

未確定残 －

権利確定後　　　　　　（株）     

前連結会計年度末 －

権利確定 100,000

権利行使 －

失効 －

未行使残 100,000

　

②　単価情報

 
平成17年

第１回報酬型新株予約権

平成18年
株式報酬型ストック・オ
プションＡプラン

平成18年
株式報酬型ストック・オ
プションＢプラン

権利行使価格　　　　　　（円） 1 1 1

行使時平均株価　　　　　（円） 477 477 540

公正な評価単価（付与日）（円） － 608 608

 
平成19年

株式報酬型ストック・オ
プションＡプラン

平成19年
株式報酬型ストック・オ
プションＢプラン

平成20年
株式報酬型ストック・オ
プションＡプラン

権利行使価格　　　　　　（円） 1 1 1

行使時平均株価　　　　　（円） 477 540 477

公正な評価単価（付与日）（円） 513 513 279

 
平成20年

株式報酬型ストック・オ
プションＢプラン

平成21年
第６回一般型新株予約権

平成21年
株式報酬型ストック・オ
プションＡプラン

権利行使価格　　　　　　（円） 1 225 1

行使時平均株価　　　　　（円） 540 621 477

公正な評価単価（付与日）（円） 279 31 123
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平成21年

株式報酬型ストック・オ
プションＢプラン

平成22年
第７回一般型新株予約権

平成22年
株式報酬型ストック・オ
プションＡプラン

権利行使価格　　　　　　（円） 1 667 1

行使時平均株価　　　　　（円） 540 － 477

公正な評価単価（付与日）（円） 123 182 532

　

 
平成22年

株式報酬型ストック・オ
プションＢプラン

平成23年
第８回一般型新株予約権

平成23年
株式報酬型ストック・オ
プションＡプラン

権利行使価格　　　　　　（円） 1 481 1

行使時平均株価　　　　　（円） 540 － 277

公正な評価単価（付与日）（円） 532 163 408

　

 
平成23年

株式報酬型ストック・オ
プションＢプラン

権利行使価格　　　　　　（円） 1

行使時平均株価　　　　　（円） －

公正な評価単価（付与日）（円） 408

　

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　当連結会計年度において付与された平成23年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は

以下のとおりであります。

　①　使用した評価技法　　　　　ブラック・ショールズ法

　②　主な基礎数値及び見積方法

 
平成23年

一般型新株予約権

平成23年
報酬型新株予約権
Ａプラン及びＢプラン

株価変動性（注）１ 49.565％ 43.493％

予想残存期間（注）２ 3.5年 10年 

予想配当（注）３ 10円／株 10円／株 

無リスク利子率（注）４ 0.294％ 1.150％ 

（注）１．平成23年一般型新株予約権については、過去3.5年間(平成20年１月～平成23年６月)の各月の最

終取引日における終値に基づき算定しております。平成23年報酬型新株予約権Ａプラン及びＢプラ

ンについては過去10年間(平成13年６月～平成23年６月)の各月の最終取引日における終値に基づ

き算定しております。

２．十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間中の中間点におい

て行使されるものと推定して見積もっております。

３．平成23年３月期の配当実績によっております。

４．予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。

 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用して

おります。 
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
　
　

当連結会計年度
（平成24年３月31日）

繰延税金資産 　　  

貸倒引当金 94百万円　 91百万円

賞与引当金 97 　 91

退職給付引当金 322 　 279

製品保証引当金 38 　 49

投資有価証券評価損 144 　 130

関係会社株式評価損　 － 　 8

たな卸資産評価損 67 　 74

減損損失 48 　 46

未払事業税 17 　 99

未払販売手数料　 － 　 13

たな卸資産未実現利益　 9 　 132

株式報酬費用 85 　 80

その他 75 　 51

繰延税金資産小計 999 　 1,145

評価性引当額 △386 　 △330

繰延税金資産合計 613 　 814

繰延税金負債 　 　 　

その他有価証券評価差額金 △680 　 △612

在外子会社の留保利益金 △118 　 △85

その他 △3 　 △0

繰延税金負債合計 △802 　 △698

繰延税金資産（負債）の純額 △189 　 115

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
　
　

当連結会計年度
（平成24年３月31日）

法定実効税率 40.7％ 　 法定実効税率と税効果会計適用後の法人

税等の負担率との間の差異が法定実効税

率の100分の5以下であるため注記を省略

しております。

（調整） 　 　

住民税均等割 0.6％ 　

海外子会社の適用税率差額 △5.6％ 　

試験研究費特別控除 △2.3％ 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2％ 　

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.2％ 　

税務上の繰越欠損金の利用 △25.5％ 　

評価性引当額の増減 1.8％ 　

その他 2.9％ 　

税効果会計適用後の法人税等の負担率 12.5％ 　

　

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第

114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平

成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率

の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計

算に使用する法定実効税率は従来の40.70％から平成24年４月１日に開始する連結会計年度から平成26年４月１日に

開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については38.01％に、平成27年４月１日に開始する連結会計年

度以降に解消が見込まれる一時差異については、35.64％となります。

　この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）は23百万円減少し、法人税等調整

額が64百万円増加しております。 
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（企業結合等関係）

　該当事項はありません。
　
（資産除去債務関係）

　金銭的重要性が乏しいため記載を省略しております。　

　

（賃貸等不動産関係）

　該当事項はありません。　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社グループは、国内外で工作機械の製造及び販売を行っております。製造・販売体制を基礎とした所在地別のセ

グメントから構成されており、「日本」及び「中国」の各グループ会社の所在地を報告セグメントとしておりま

す。

　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の算定方法

　報告されている報告セグメントの会計処理方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

　セグメント間の内部収益及び振替高は、市場実勢価格に基づいております。

　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日）

　 　 　 　 （単位：百万円）

 

報告セグメント
調整額

(注)１

(注)２

(注)３　

連結

財務諸表

計上額

(注)４　
日本 中国 計　

　売上高   　   

　外部顧客への売上高 28,438 7,494 35,932 － 35,932

　セグメント間の内部売上高

　又は振替高
6,927 2,438 9,365 △9,365 －

計 35,366 9,932 45,298 △9,365 35,932

　セグメント利益 2,882 902 3,784 △52 3,732

　セグメント資産 24,175 6,918 31,093 4,766 35,860 

　その他の項目                         

　　減価償却費 643 95 738 0 738 

　　有形固定資産及び無形固定資

産の増加額
425 742 1,167 △43 1,124 

（注）１．セグメント利益の調整額△52百万円は、未実現利益の消去であります。

２．セグメント資産の調整額4,766百万円には、全社資産8,592百万円、セグメント間の連結調整の

影響額△3,826百万円が含まれております。

全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない資金(現預金及び投資有価証券)等であります。

３．有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額△43百万円は、セグメント間の連結調整の影響額で

あります。

４．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。　
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当連結会計年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日）

　 　 　 　 （単位：百万円）

 

報告セグメント
調整額

(注)１

(注)２

(注)３　

連結

財務諸表

計上額

(注)４　
日本 中国 計　

　売上高   　   

　外部顧客への売上高 26,161 9,577 35,739 － 35,739

　セグメント間の内部売上高

　又は振替高
11,486 2,399 13,886△13,886 －

計 37,647 11,977 49,625△13,886 35,739

　セグメント利益 4,307 802 5,110 △1,023 4,086

　セグメント資産 33,436 18,390 51,826 △1,069 50,757 

　その他の項目                         

　　減価償却費 602 158 760 0 760 

　　有形固定資産及び無形固定資

産の増加額
262 1,340 1,602 △30 1,571 

（注）１．セグメント利益の調整額△1,023百万円は、未実現利益の消去であります。

２．セグメント資産の調整額△1,069百万円には、全社資産9,577百万円、セグメント間の連結調整

の影響額△10,646百万円が含まれております。

全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない資金(現預金及び投資有価証券)等であります。

３．有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額△30百万円は、セグメント間の連結調整の影響額で

あります。

４．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

Ⅰ　前連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　工作機械に関する外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略して

おります。

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。　

(2）有形固定資産

　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

３．主要な顧客ごとの情報

 （単位：百万円） 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント

　㈱啓愛社 4,544　日本

　

Ⅱ　当連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　工作機械に関する外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略して

おります。

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。　

(2）有形固定資産

　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

３．主要な顧客ごとの情報

特定の顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の10％未満であるため記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日）

　該当事項はありません。　

　

当連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日）

 （単位：百万円） 

 日本 中国 全社・消去 合計

減損損失 10 － － 10

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　該当事項はありません。　

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。　
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【関連当事者情報】

関連当事者との取引

　連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引　

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主等　

前連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

種類 氏名　 所在地
資本金又は
出資金(百
万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の所有

（被所有）割合

（％）

関連当事者との

関係
取引の内容

取引金額

（百万円）
科目

期末残高

（百万円）
　

役員　 中川威雄 －　 －　

当社取締役

ファインテッ

ク㈱代表取締

役社長　

－　

当社製品の販

売及び同社製

品の仕入

当社製品の

販売　
43　

受取手形及

び売掛金
　43

役員　 太田邦正 －　 －　

当社監査役

㈱東京精密

代表取締役

（所有）直接

2.50％

（被所有）直接

7.01％

当社製品の販

売及び同社製

品の仕入

当社製品の

販売
5
受取手形及

び売掛金
　0

商品の仕入　 75　
支払手形及

び買掛金　
38　

固定資産購入

　
9 未払金　 5

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　当社製品の販売、同社商品の仕入等の購入は、市場価額を参考に決定しております。

　

当連結会計年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）　　

　関連当事者のと取引は、重要性の判断基準に照らし、取引金額が開示基準に満たないため、記載を省略しており

ます。
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（１株当たり情報）

　

　

　

前連結会計年度

（自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日）

１株当たり純資産額 331.39円 372.21円

１株当たり当期純利益金額 42.72円 33.88円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 41.92円 33.43円

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 

前連結会計年度

（自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日）

１株当たり当期純利益金額 　 　

当期純利益金額（百万円） 2,837 2,281

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（百万円） 2,837 2,281

期中平均株式数（千株） 66,431 67,323

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

当期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 1,256 909

（うちストック・オプション）（千株） (1,256) (909)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式の概要

　平成22年６月18日定時株主総

会決議によるストック・オプ

ション

(株式の数350千株)　

　平成22年６月18日定時株主総

会決議によるストック・オプ

ション

(株式の数350千株)　

──────

　平成23年６月17日定時株主総

会決議によるストック・オプ

ション

(株式の数350千株)　

（会計方針の変更）

　当連結会計年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30日）、「１株

当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日）及び「１株当た

り当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号　平成22年６月30日）を適用しております。

　この適用により、潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック

・オプションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評価

額のうち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含めております。

　これらの会計基準等を適用しなかった場合の、前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額及び普通株

式増加数は以下のとおりであります。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額　　　41円89銭

普通株式増加数　　　1,304千株　

　　

（重要な後発事象）

ストックオプションの決議

　提出会社は、平成24年６月15日開催の第109期定時株主総会において、新株予約権の発行を決議しております。

　その内容は、「第４　提出会社の状況」の「１　株式等の状況」における「（9）ストックオプション制度の内

容」14.平成24年６月15日開催の定時株主総会決議に基づくものに記載のとおりであります。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率（％） 担保 償還期限

 　 平成年月日     平成年月日

㈱ツガミ
第１回無担保社債

（注）１．２
20.12.29

900

(300)

600

(300)
0.98 なし 25.12.27

合計 － －
900

(300)

600

(300)
－ － －

　（注）１．（　）内書は、１年以内の償還予定額であります。

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
（百万円）

１年超２年
以内
（百万円）

２年超３年
以内
（百万円）

３年超４年
以内
（百万円）

４年超５年
以内
（百万円）

　

300 300 － － － 　

　

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 2,089 2,107 2.63 －

１年以内に返済予定のリース債務 9 10 － －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除
く。）

22 15 － 平成25年～28年

合計 2,121 2,133 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

リース債務 9 5 0 －

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首および当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首および当

連結会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２

の規定により記載を省略しております。
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（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 8,379 16,664 24,128 35,739

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（百万円）
566 1,210 1,925 3,738

四半期（当期）純利益金額

（百万円）
460 873 1,255 2,281

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
6.98 13.22 18.97 33.88

　

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（円）
6.98 6.24 5.75 14.66
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,491 4,150

受取手形 ※1
 235

※1, ※4
 509

売掛金 ※1
 8,172

※1
 14,687

商品及び製品 1,926 1,733

仕掛品 4,796 5,687

原材料及び貯蔵品 1,790 2,155

前払費用 36 71

関係会社短期貸付金 952 1,759

繰延税金資産 262 396

立替金 13 16

未収入金 611 775

その他 16 9

貸倒引当金 △82 △125

流動資産合計 22,224 31,827

固定資産

有形固定資産

建物 6,662 6,632

減価償却累計額 △3,638 △3,762

建物（純額） 3,023 2,869

構築物 479 447

減価償却累計額 △370 △347

構築物（純額） 109 99

機械及び装置 7,693 6,752

減価償却累計額 △6,772 △6,067

機械及び装置（純額） 921 685

車両運搬具 53 36

減価償却累計額 △46 △33

車両運搬具（純額） 6 3

工具、器具及び備品 914 808

減価償却累計額 △688 △613

工具、器具及び備品（純額） 225 194

土地 591 581

リース資産 31 36

減価償却累計額 △14 △20

リース資産（純額） 17 15

建設仮勘定 － 35

有形固定資産合計 4,895 4,484

無形固定資産

ソフトウエア 87 73

電話加入権 10 10

リース資産 13 9

無形固定資産合計 110 93
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 4,911 4,955

関係会社株式 136 132

関係会社出資金 1,722 3,919

関係会社長期貸付金 － 394

従業員に対する長期貸付金 1 1

長期前払費用 2 5

その他 ※5
 67

※5
 97

投資その他の資産合計 6,842 9,505

固定資産合計 11,848 14,083

繰延資産

株式交付費 － 20

社債発行費 18 11

繰延資産合計 18 32

資産合計 34,091 45,942

負債の部

流動負債

支払手形 6,214 9,427

買掛金 ※1
 1,657

※1
 4,626

短期借入金 1,500 1,500

1年内償還予定の社債 300 300

リース債務 9 10

未払金 375 207

未払費用 210 240

未払法人税等 324 1,290

前受金 49 21

預り金 38 81

賞与引当金 215 216

設備関係支払手形 6 41

製品保証引当金 93 130

その他 23 19

流動負債合計 11,019 18,112

固定負債

社債 600 300

リース債務 22 15

繰延税金負債 361 335

退職給付引当金 785 769

長期預り保証金 14 14

その他 46 26

固定負債合計 1,829 1,461

負債合計 12,849 19,574
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 10,599 12,345

資本剰余金

資本準備金 4,138 5,884

その他資本剰余金 18 －

資本剰余金合計 4,157 5,884

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 5,967 7,176

利益剰余金合計 5,967 7,176

自己株式 △771 △499

株主資本合計 19,952 24,906

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 993 1,114

繰延ヘッジ損益 5 1

評価・換算差額等合計 998 1,115

新株予約権 290 345

純資産合計 21,241 26,367

負債純資産合計 34,091 45,942
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

売上高

商品売上高 1,807 1,384

製品売上高 ※4
 33,339

※4
 35,998

売上高合計 35,146 37,382

売上原価

商品売上原価

商品期首たな卸高 28 10

当期商品仕入高 1,358 961

合計 1,387 972

商品期末たな卸高 10 76

商品売上原価 1,377 895

製品売上原価

製品期首たな卸高 955 1,916

当期製品製造原価 28,815 29,627

合計 29,771 31,544

製品期末たな卸高 1,916 1,657

製品他勘定振替高 ※1
 10

※1
 75

製品売上原価 ※2
 27,844

※2
 29,812

売上原価合計 29,221 30,708

売上総利益 5,925 6,674

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 96 96

広告宣伝費 192 203

役員報酬 203 204

給料及び手当 636 733

賞与引当金繰入額 38 36

退職給付費用 68 72

賃借料 70 70

旅費及び交通費 139 147

保険料 96 102

技術研究費 ※3
 752

※3
 821

減価償却費 17 17

貸倒引当金繰入額 68 38

製品保証引当金繰入額 93 130

その他 718 785

販売費及び一般管理費合計 3,193 3,460

営業利益 2,732 3,214
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

営業外収益

受取利息 11 21

受取配当金 ※4
 213

※4
 177

受取賃貸料 ※4
 12

※4
 12

為替差益 － 34

受取保険金 43 39

その他 41 71

営業外収益合計 322 357

営業外費用

支払利息 7 30

社債利息 10 7

賃貸費用 10 11

為替差損 73 －

株式交付費償却 － 1

社債発行費償却 6 6

売上割引 2 2

手形売却損 45 70

その他 29 37

営業外費用合計 187 167

経常利益 2,867 3,403

特別利益

固定資産売却益 ※5
 46

※5
 0

投資有価証券売却益 5 －

特別利益合計 52 0

特別損失

固定資産除却損 ※6
 1

※6
 40

固定資産売却損 ※7
 4

※7
 2

減損損失 － 10

たな卸資産評価損 － ※2
 40

投資有価証券評価損 179 10

関係会社株式売却損 － 4

子会社株式評価損 － 9

災害による損失 － 21

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 11 －

和解金 60 －

その他 1 0

特別損失合計 258 138

税引前当期純利益 2,661 3,265

法人税、住民税及び事業税 347 1,437

法人税等調整額 △113 △89

法人税等合計 234 1,348

当期純利益 2,426 1,916
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  21,74472.4 23,87375.3
Ⅱ　労務費  3,105 10.4 2,931 9.2
Ⅲ　経費  5,153 17.2 4,906 15.5

（減価償却費）  (598)    (545)    
（外注加工費）  (2,645)    (2,469)    
当期総製造費用  30,004100.0 31,711100.0
仕掛品期首たな卸高  4,563     4,796     
合計  34,567    36,507    
仕掛品期末たな卸高  4,796     5,687     
他勘定への振替高 ※１ 955     1,198     
当期製品製造原価  28,815    29,627    

前事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

原価計算の方法 原価計算の方法

実際原価計算を採用し、製品別には、工作機械・測定器に

ついては個別原価計算法、原器・工具については総合原

価計算法を実施しております。なお、加工費については一

部予定で計算し、実際額との差額をたな卸資産と売上原

価に配賦しております。

同左

※１　他勘定への振替高 ※１　他勘定への振替高

固定資産へ  151百万円

販売費及び一般管理費へ 802百万円

その他 1百万円

 955百万円

 

固定資産へ  85百万円

販売費及び一般管理費へ 1,093百万円

棚卸資産評価損 19百万円

 1,198百万円
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 10,599 10,599

当期変動額

新株の発行 － 1,745

当期変動額合計 － 1,745

当期末残高 10,599 12,345

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 4,138 4,138

当期変動額

新株の発行 － 1,745

当期変動額合計 － 1,745

当期末残高 4,138 5,884

その他資本剰余金

当期首残高 12 18

当期変動額

自己株式の処分 6 △18

当期変動額合計 6 △18

当期末残高 18 －

資本剰余金合計

当期首残高 4,151 4,157

当期変動額

自己株式の処分 6 △18

新株の発行 － 1,745

当期変動額合計 6 1,726

当期末残高 4,157 5,884

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 4,207 5,967

当期変動額

剰余金の配当 △666 △661

当期純利益 2,426 1,916

自己株式の処分 － △47

当期変動額合計 1,759 1,208

当期末残高 5,967 7,176

自己株式

当期首残高 △207 △771

当期変動額

自己株式の取得 △591 △2

自己株式の処分 27 274

当期変動額合計 △564 272

当期末残高 △771 △499
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

株主資本合計

当期首残高 18,750 19,952

当期変動額

新株の発行 － 3,491

剰余金の配当 △666 △661

当期純利益 2,426 1,916

自己株式の取得 △591 △2

自己株式の処分 33 208

当期変動額合計 1,201 4,953

当期末残高 19,952 24,906

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 463 993

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

529 120

当期変動額合計 529 120

当期末残高 993 1,114

繰延ヘッジ損益

当期首残高 △99 5

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

104 △3

当期変動額合計 104 △3

当期末残高 5 1

評価・換算差額等合計

当期首残高 364 998

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

634 117

当期変動額合計 634 117

当期末残高 998 1,115

新株予約権

当期首残高 204 290

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 86 55

当期変動額合計 86 55

当期末残高 290 345

純資産合計

当期首残高 19,319 21,241

当期変動額

新株の発行 － 3,491

剰余金の配当 △666 △661

当期純利益 2,426 1,916

自己株式の取得 △591 △2

自己株式の処分 33 208

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 720 172

当期変動額合計 1,922 5,125

当期末残高 21,241 26,367
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【重要な会計方針】

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(2）その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。

時価のないもの

　移動平均法による原価法
　

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法

時価法
　
３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）によっております。
　
４．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。

　ただし、平成10年4月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物　　　　　　　　15年～38年

　機械装置　　　　　　９年

　工具・器具備品　　　５年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しており

ます。

(3）リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(4）長期前払費用

　定額法によっております。
　
５．重要な繰延資産の処理方法

株式交付費

　３年にわたり定額法により償却しております。

社債発行費

　社債の償還までの期間（５年）にわたり定額法により償却しております。
　
６．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

　　　従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しております。

(3）役員賞与引当金

　　役員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しております。

　なお、当事業年度末において、支給見込額を合理的に見積ることが困難であるため、計上しておりません。

EDINET提出書類

株式会社ツガミ(E01480)

有価証券報告書

 94/115



(4）退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。

　　なお、会計基準変更時差異（2,086百万円）については、15年による按分額を費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

(5）製品保証引当金

　  製品販売後の無償保証期間に生じる補修費の支出に備えるため、過去の実績率に基づく見込額を計上してお

ります。
　
７．ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充たしている場

合には振当処理を採用しております。

(2）ヘッジ手段とヘッジ方法

　当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は下記のとおりであります。

　ヘッジ手段…為替予約

　ヘッジ対象…外貨建金銭債権

(3）ヘッジ方針

　為替変動リスクの回避並びに損益確定のため、対象債権の範囲内でヘッジを行っております。

(4）ヘッジ有効評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時及びその後も継続して相場変

動を完全に相殺するものと想定することができるため、ヘッジ有効性の判断は省略しております。
　
８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

　消費税及び地方消費税は税抜方式によっております。
　

【会計方針の変更】

（１株当たり当期純利益に関する会計基準等の適用）

　当事業年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30日）、

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日）

及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号　平成22年６月30日）を適用し

ております。

　この適用により、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、ストック・オプションの権利行使に

より払い込まれた場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評価額のうち、将来企業に提供されるサービ

スに係る分を含めて算定しております。

　また、前事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の数値は、当該会計方針の変更を反映した遡及

修正後の数値を記載しております。　

　なお、これによる影響については、「１株当たり情報に関する注記」に記載しております。

　

【追加情報】

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。　
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

※１．関係会社に係る注記

　　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係会社に対する主なものは次のとおりであります。

　

　

前事業年度

（平成23年３月31日）

当事業年度

（平成24年３月31日）

受取手形  35百万円  114百万円

売掛金 3,275百万円 8,939百万円

買掛金 79百万円 104百万円

　

　２．債務保証

　　　次の関係会社について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

　

　

前事業年度

（平成23年３月31日）

当事業年度

（平成24年３月31日）

津上精密床机（浙江）有限公司（借入債

務）
 589百万円  607百万円
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　３．受取手形割引高に対するものは次のとおりであります。

　

　

前事業年度

（平成23年３月31日）

当事業年度

（平成24年３月31日）

受取手形割引高  526百万円  947百万円

輸出受取手形割引高  2,584百万円  2,022百万円

　

※４．事業年度末日満期手形

　　　事業年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当事業年度の末日

が金融機関の休日であったため、次の事業年度末日満期手形が事業年度末残高に含まれております。 

　

　

前事業年度

（平成23年３月31日）

当事業年度

（平成24年３月31日）

受取手形　  －百万円  11百万円

受取手形割引高  －百万円  49百万円

　　

※５．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

　

　

前事業年度

（平成23年３月31日）

当事業年度

（平成24年３月31日）

投資その他の資産  145百万円  119百万円

　

（損益計算書関係）

※１．他勘定への振替高　　 

　

　

前事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）　

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）　

固定資産へ 10百万円 58百万円

たな卸資産評価損へ －百万円 16百万円

　

※２．通常の販売目的で所有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下げ額 

前事業計年度

（自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日）

当事業年度

（自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日）

売上原価 45百万円 　 73百万円

特別損失 －百万円 　 40百万円

　当事業年度の特別損失に計上しているたな卸資産評価損の40百万円は、生産の効率化・集中化に伴う信州工場の縮小及

び事業撤廃によって発生すると見込まれる損失額を計上しております。
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※３．研究開発費の総額

　

　

前事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）　

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）　

一般管理費及び当期製造費用に含まれる

研究開発費
752百万円 821百万円

　

※４．関係会社との取引にかかるもの

　

　

前事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）　

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）　

売上高 10,423百万円 15,397百万円

受取配当金 130百万円 130百万円

　

※５．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

　

　

前事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）　

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）　

機械及び装置 46百万円 0百万円

器具備品 0百万円 －百万円

　 計 46百万円 0百万円

　

※６．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

　

　

前事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）　

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）　

建物 －百万円 29百万円

機械及び装置 1百万円 6百万円

その他 0百万円 4百万円

　 計 1百万円 40百万円

　

※７．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

　

　

　

前事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）　

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）　

機械及び装置 4百万円 2百万円

　

※８．減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

長野県佐久市 遊休資産 土地

　当社は、資産を事業の関連性によりグルーピングしております。

　上記の売却予定資産については帳簿価額に比べ売却予定額が低いことから、帳簿価額を回収可能額まで減額し、10

百万円を減損損失として特別損失に計上しております。回収可能額につきましては正味売却価額により測定してお

り、売却予定額に基づき算出しております。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 1,154 1,103 117 2,140

合計 1,154 1,103 117 2,140

(注)１．自己株式の普通株式の株式数の増加1,103千株は、単元未満株式の買取りによる増加７千株、当社が取締役会決議

により取得した自己株式1,096千株であります。

２．自己株式の普通株式の株式数の減少117千株は、ストック・オプションの行使による減少であります。

 

当事業年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 2,140 5 763 1,382

合計 2,140 5 763 1,382

(注)１．自己株式の普通株式の株式数の増加５千株は、単元未満株式の買取りによる増加５千株であります。

２．自己株式の普通株式の株式数の減少763千株は、ストック・オプションの行使による減少であります。
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（リース取引関係）

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①  リース資産の内容

(ア）有形固定資産

主として、日本における事務機器（工具、器具及び備品）等であります。　

(イ）無形固定資産

ソフトウエアであります。

②  リース資産の減価償却の方法
重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

　

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであります。

　

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 （単位：百万円）

　 前事業年度（平成23年３月31日）

 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

車両運搬具 10 10 0

工具、器具及び備品 21 20 0

合計 32 30 1

　

 （単位：百万円）

　 当事業年度（平成24年３月31日）

 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

車両運搬具 10 10 0

工具、器具及び備品 21 21 0

合計 32 31 0

  （注）  取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。

　

(2）未経過リース料期末残高相当額等

　 （単位：百万円）

　
前事業年度

（平成23年３月31日）

当事業年度

（平成24年３月31日）

未経過リース料期末残高相当額 　 　

１年内 1 0

１年超 － －

合計 1 0

  （注）  未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。

　

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失

　 （単位：百万円）

　

前事業年度

（自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日）

当事業年度

（自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日）

支払リース料 4 0

減価償却費相当額 4 0

　

(4）減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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（有価証券関係）

　　前事業年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

　　子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式120百万円、関連会社株式16百万円）は、市場価格が

なく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。　

　

　　当事業年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

　　子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式120百万円、関連会社株式11百万円）は、市場価格が

なく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。　

　

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

（平成23年３月31日）
　

当事業年度
（平成24年３月31日）

繰延税金資産 　　 　
貸倒引当金 92百万円　 90百万円
賞与引当金 87 　 82
退職給付引当金 319 　 277
製品保証引当金 38 　 49
投資有価証券評価損 144 　 130
関係会社株式評価損 9 　 8
たな卸資産評価損 67 　 74
減損損失 48 　 46
未払事業税 15 　 91
株式報酬費用 85 　 80
その他 57 　 70
繰延税金資産小計 967 　 1,002
評価性引当額 △381 　 △326
繰延税金資産合計 585 　 674
繰延税金負債 　 　 　
繰延ヘッジ損益 △3 　 △0
その他有価証券評価差額金 △680 　 △612
繰延税金負債合計 △683 　 △613
繰延税金資産（負債）の純額 △98 　 60
　
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった
主要な項目別の内訳

　
前事業年度

（平成23年３月31日）
　

当事業年度
（平成24年３月31日）

法定実効税率 40.7％ 　 　法定実効税率と税効果会計適用後の法
人税等の負担率との間の差異が法定実効
税率の100分の5以下であるため注記を省
略しております。

（調整）  　
住民税均等割 0.7％ 　
試験研究費特別控除 △2.8％ 　
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2％ 　
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.2％ 　
税務上の繰越欠損金の利用 △30.7％ 　
評価性引当額の増減 2.2％ 　
その他 0.7％ 　
税効果会計適用後の法人税等の負担率 8.8％ 　
　
３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第
114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平
成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引
下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に
使用する法定実効税率は従来の40.70％から平成24年４月１日に開始する事業年度から平成26年４月１日に開始する
事業年度に解消が見込まれる一時差異については38.01％に、平成27年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見
込まれる一時差異については、35.64％となります。
　この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）は23百万円減少し、法人税等調整
額は64百万円増加しております。
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（企業結合等関係）

　該当事項はありません。 

　

（資産除去債務関係）

　金銭的重要性が乏しいため記載を省略しております。　
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（１株当たり情報）

前事業年度

（自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日）

当事業年度

（自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日）

１株当たり純資産額 318.02円

１株当たり当期純利益 36.53円

１株当たり純資産額 353.86円

１株当たり当期純利益 28.47円

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
35.85円

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
28.09円

　（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 

前事業年度

（自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日）

当事業年度

（自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日）

１株当たり当期純利益 　 　

当期純利益（百万円） 2,426 1,916

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,426 1,916

期中平均株式数（千株） 66,431 67,323

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 　 　

当期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 1,256 909

（うちストック・オプション）（千株） (1,256) (909)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要

　平成22年６月18日定時株主総会

決議によるストック・オプション

(株式の数350千株)　

　平成22年６月18日定時株主総会

決議によるストック・オプション

(株式の数350千株)　

────── 　平成23年６月17日定時株主総会

決議によるストック・オプション

(株式の数350千株)　

（会計方針の変更）

　当事業年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30日）、「１株当た

り当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日）及び「１株当たり当

期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号　平成22年６月30日）を適用しております。

　この適用により、潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック

・オプションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評価

額のうち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含めております。

　これらの会計基準等を適用しなかった場合の、前事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額及び普通株式増

加数は以下のとおりであります。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額　　　35円82銭

普通株式増加数　　　1,304千株　　

　

（重要な後発事象）

ストックオプションの決議

　当社は、平成24年６月15日開催の第109期定時株主総会において、新株予約権の発行を決議しております。

　その内容は、「第４　提出会社の状況」の「１　株式等の状況」における「（9）ストックオプション制度の内

容」14.平成24年６月15日開催の定時株主総会決議に基づくものに記載のとおりであります。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証

券

その他有

価証券

Tornos Holdings 1,463,813 1,338

㈱東京精密 1,033,000 1,773

ファナック㈱ 50,000 734

㈱山善 500,000 345

ＴＨＫ㈱ 59,000 99

ユアサ商事㈱ 1,000,000 144

㈱森精機製作所 100,000 85

㈱八十二銀行 196,000 95

㈱北越銀行 499,216 88

㈱第四銀行 241,000 70

その他（13銘柄） 1,388,238 182

計 6,530,267 4,955
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【有形固定資産等明細表】

    

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        
建物 6,662 49 79 6,632 3,762 173 2,869

構築物 479 9 42 447 347 19 99

機械及び装置 7,693 59 1,000 6,752 6,067 248 685

車両運搬具 53 － 16 36 33 2 3

工具、器具及び備品 914 94 200 808 613 123 194

土地 591 －
10

(10)
581 － － 581

リース資産 31 4 － 36 20 6 15

建設仮勘定 － 38 3 35 － － 35

有形固定資産計 16,426 257
1,354

(10)
15,328 10,844 574 4,484

無形固定資産        
ソフトウエア － － － 117 43 21 73

電話加入権 － － － 10 － － 10

リース資産 － － － 17 7 3 9

無形固定資産計 － － － 145 50 25 93

 長期前払費用 7 3 － 10 4 0
(0)

5

繰延資産        
　　社債発行費 33 － － 33 22 6 11

　　株式交付費 － 21 － 21 1 1 20

繰延資産計 33 21 － 55 23 7 32

　（注）１．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物 本社 本社移転に伴う間仕切り等 23百万円

機械及び装置 長岡工場 工作機械製造装置 59百万円

工具、器具及び備品 長岡工場 工作機械製造工具等 84百万円

２．当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

機械及び装置 長岡工場 売却による減少 171百万円

機械及び装置 信州工場 除却による減少 310百万円

機械及び装置 信州工場 売却による減少 519百万円

３．長期前払費用の差引当期末残高欄括弧内の数字（内数）は１年以内償却額であり、流動資産・前払費用に含

めて表示しております。

４．無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため「当期首残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。

５．「当期減少額」欄の（）内は内書きで減損損失の計上額であります。
　

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 228 244 16 211 244

賞与引当金 215 216 215 － 216

製品保証引当金 93 130 93 － 130

　（注）貸倒引当金の当期減少額の「その他」の211百万円は、洗替による取崩額であります。

貸倒引当金の期末残高のうち投資その他の資産に係る引当金については、資産の金額から119百万円を直接控除

しております。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

(A）現金及び預金

項目 金額（百万円）

現金 73

預金  

当座預金 3,815

普通預金 115

定期預金 40

別段預金 21

外貨預金 84

小計 4,077

合計 4,150

(B）受取手形

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

大機産業㈱ 175

誠和エンジニアリング㈱ 110

三池機器㈱ 54

㈱ツガミマシナリー 46

㈱扶桑マシンツールズ 26

その他 96

合計 509

 

期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成24年３月 11

〃　４月 29

〃　５月 25

〃　６月 169

〃　７月 242

〃　８月 30

合計 509
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(C）売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

津上精密机床(浙江)有限公司 7,990

㈱啓愛社 1,195

NIDEC PRECISION(THAILAND)CO.,LTD 320

REM SALES, Limited. Liability Company 313

エイベックス㈱ 310

その他 4,558

合計 14,687

 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100％

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

8,172 38,173 31,657 14,687 68.3 109.6

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

 

(D）商品及び製品

品目別 金額（百万円）

商品  

工作機械部品 76

製品  

工作機械  

自動旋盤 1,260

研削盤 111

マシニングセンタ 192

転造盤他 36

その他 56

合計 1,733
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(E）仕掛品

品目別 金額（百万円）

工作機械  

自動旋盤 3,818

研削盤 679

マシニングセンタ 696

転造盤他 111

その他 381

合計 5,687

(F）原材料及び貯蔵品

種類別 金額（百万円）

原材料  

主要材料  

鋼材 7

鋳物 14

部品 　

購入部品 2,106

外注部品 27

貯蔵品  

消耗品 0

合計 2,155

　

(G）関係会社出資金

相手先 金額（百万円）

津上精密机床(浙江)有限公司 3,374　　　　　　　　　　　　　　　　　　

REM SALES LLC　 209

TSUGAMI GmbH. 0

TSUGAMI KOREA CO., Ltd  8

Tsugami Precision Engineering India Pvt Ltd  327

TSUGAMI Universal pte Ltd  0

合計 3,919
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②　流動負債

(A）支払手形

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

ファナック㈱ 2,719

㈱カントー 447

㈱ＮａＩＴＯ　 295

㈱新潟エヌテーエヌ 252

㈱七里商店 218

その他 5,493

合計 9,427

 

期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成24年４月 1,298

〃　５月 1,620

〃　６月 2,122

〃　７月 3,253

〃　８月 454

〃　９月 678

合計 9,427

(B）買掛金

相手先 金額（百万円）

ファナック㈱ 1,682

㈱ＮａＩＴＯ　 298

Tornos Holdings SA 293

㈱カントー 98

㈱アルプスツール 96

その他 2,156

合計 4,626

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座） 

東京都千代田区丸の内1-4-5

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座） 

東京都千代田区丸の内1-4-5

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ───────── 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事

由によって電子公告による公告ができない場合は、官報に掲載して行う。

株主に対する特典 なし

　（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定に

よる請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

以外の権利を有しておりません。 
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。　

(1）有価証券届出書（一般募集による増資）及びその添付書類

　平成24年１月16日関東財務局長に提出

　有価証券届出書（その他の者に対する割当による増資）及びその添付書類

　平成24年１月16日関東財務局長に提出

(2）有価証券届出書の訂正届出書

　平成24年１月25日関東財務局長に提出　

　平成24年１月16日提出の有価証券届出書（一般募集による増資）に係る訂正届出書であります。

　平成24年１月25日関東財務局長に提出　

　平成24年１月16日提出の有価証券届出書（その他の者に対する割当による増資）に係る訂正届出書でありま

す。

　平成24年２月９日関東財務局長に提出　

　平成24年１月16日提出の有価証券届出書（その他の者に対する割当による増資）に係る訂正届出書でありま

す。　

(3）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　事業年度（第108期）（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）平成23年６月20日関東財務局長に提出

(4）内部統制報告書及びその添付書類

　平成23年６月20日関東財務局長に提出

(5）四半期報告書及び確認書

（第109期第１四半期）（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）平成23年８月11日関東財務局長に提出
（第109期第２四半期）（自　平成23年７月１日　至　平成23年９月30日）平成23年11月14日関東財務局長に提出
（第109期第３四半期）（自　平成23年10月１日　至　平成23年12月31日）平成24年２月９日関東財務局長に提出

(6）臨時報告書

　平成23年６月21日関東財務局長に提出

　金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第１項及び同条第２項第２号

の２の規定に基づく臨時報告書であります。

　平成23年６月21日関東財務局長に提出

　金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基

づく臨時報告書であります。

　平成24年３月15日関東財務局長に提出

　金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の規定に基づく

臨時報告書であります。

(7）臨時報告書の訂正報告書

　平成23年７月７日関東財務局長に提出

　平成23年６月21日提出の臨時報告書（新株予約権の発行）に係る訂正報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

平成24年６月15日

 株式会社ツガミ   

     取締役会　御中   

 新日本有限責任監査法人  

　

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 　公認会計士 　五 十 嵐　  朗　　　 印 

　 　 　 　 　

　 　 　 　 　

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 　公認会計士 　野　本　直　樹　　　 印 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社ツガミの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作

成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ

れに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を

検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含

め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ツガミ及び連結子会社の平成24年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ツガミの平成24年３月

31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係

る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に

準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施することを

求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に

基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果につ

いて経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、株式会社ツガミが平成24年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部

統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告

に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
＊１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。
２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

平成24年６月15日

株式会社ツガミ    

    取締役会　御中   

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 　公認会計士 　五 十 嵐  　朗　　　 印

　 　 　 　 　

　 　 　 　 　

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 　公認会計士 　野　本　直　樹　　   印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社ツガミの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第109期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ

き監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法

人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸

表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、

監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ツ

ガミの平成24年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

＊１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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